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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　システムであって、当該システムは：
　オペレータからの入力を受け取るための入力装置と；
　第１の器具及び第２の器具を受容するように作動可能な少なくとも１つのマニピュレー
タ構造体であって、第１の器具は、第１数の自由度を有しており、第２の器具は、第２数
の自由度を有しており、第１数の自由度は第２数の自由度とは異なる、マニピュレータ構
造体と；
　前記少なくとも１つのマニピュレータ構造体に結合された少なくとも１つの器具を制御
するための制御装置と；を備えており、
　前記制御装置は、第１の器具の第１の運動学モデルと第２の器具の第２の運動学モデル
とを用いることにより、第１の器具及び第２の器具を制御するように作動可能であり、第
１の運動学モデル及び第２の運動学モデルの少なくとも一方は、対応する第１の器具及び
第２の器具に含まれない関節構成の範囲をモデル化するファントム自由度を有する、
　システム。
【請求項２】
　第１の運動学モデルは、第２の運動学モデルと同数の自由度を有する、
　請求項１に記載のシステム。
【請求項３】
　第１の運動学モデル及び第２の運動学モデルはそれぞれ、６×Ｎヤコビアン行列を規定
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する、
　請求項１に記載のシステム。
【請求項４】
　前記ファントム自由度の値が、対応する第１の運動学モデル又は第２の運動学モデルの
出力から破棄される、
　請求項１に記載のシステム。
【請求項５】
　第１の器具及び対応するマニピュレータ構造体は、第１の器具の位置を完全に規定する
ために必要な少なくとも１つの自由度が除外されるような第３数の自由度を有している、
　請求項１に記載のシステム。
【請求項６】
　第２の器具及び対応するマニピュレータ構造体は、第２の器具の位置を完全に規定する
ために必要な少なくとも２つの自由度が除外されるような第４数の自由度を有している、
　請求項５に記載のシステム。
【請求項７】
　第１の器具は、カメラを含み、前記制御装置は、前記カメラのチップの位置を制御する
ように作動可能である、
　請求項１に記載のシステム。
【請求項８】
　前記制御装置は、前記カメラのピッチ及びヨーを操作することによって、前記カメラが
パン又はチルトするように作動可能である、
　請求項７に記載のシステム。
【請求項９】
　前記制御装置は、前記カメラがパンするように操作することによって、前記カメラがチ
ルトするように作動可能である、
　請求項７に記載のシステム。
【請求項１０】
　前記制御装置は、前記カメラがパンするように動かされる間に、患者の開口部において
前記カメラの位置を維持するように作動可能である、
　請求項８に記載のシステム。
【請求項１１】
　第１の器具は、少なくとも１つの非運動学的な自由度を有している、
　請求項１に記載のシステム。
【請求項１２】
　前記制御装置は、第１の器具の運動学的な自由度を制御する代わりに、少なくとも１つ
の非運動学的な自由度を作動させる、
　請求項１１に記載のシステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　関連出願の相互参照
　本出願は、２０１２年８月１５日に出願された米国仮特許出願第６１／６８３，５７６
号の利益を主張するものであり、この文献は、あらゆる目的のためにその全体を参照する
ことにより本明細書に組み込まれる。
【０００２】
　本出願は、同一出願人よって所有される以下の出願に概して関連している：２０１２年
６月１日に出願された、”Commanded　Reconfiguration　of　a　Surgical　Manipulator
　Using　the　Null　Space”という標題の米国仮特許出願第６１／６５４，７６４号、
２００９年６月３０日に出願された、”Control　of　Medical　Robotic　System　Manip
ulator　About　Kinematic　Singularities”という標題の米国特許出願第１２／４９４
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，６９５号、２００９年３月１７日に出願された、”Master　Controller　Having　Redu
ndant　Degrees　of　Freedom　and　Added　Forces　to　Create　Internal　Motion”
という標題の米国特許出願第１２／４０６，００４号、２００５年５月１９日に出願され
た、”Software　Center　and　Highly　Configurable　Robotic　Systems　for　Surger
y　and　Other　Uses”という標題の米国特許出願第１１／１３３，４２３号（米国特許
第８，００４，２２９号）、２００４年９月３０日に出願された、”Offset　Remote　Ce
nter　Manipulator　For　Robotic　Surgery”という標題の米国特許出願第１０／９５７
，０７７号（米国特許第７，５９４，９１２号）、１９９９年９月１７日に出願された、
”Master　Having　Redundant　Degrees　of　Freedom”という標題の米国特許出願第０
９／３９８，５０７号（米国特許第６，７１４，８３９号）であり、これら文献の開示は
、それら全体を参照することにより本明細書に組み込まれる。
【０００３】
　本発明の実施形態は、概して、改良された外科手術及び／又はロボット装置、システム
、及び方法を提供する。
【背景技術】
【０００４】
　低侵襲医療技術は、診断又は外科手術中に、損傷を受けるような無関係な組織量を低減
することを目的としており、それによって患者の回復時間、不快感及び有害な副作用を減
少させている。数百万の手術が、米国で毎年行われている。これらの手術の多くは、潜在
的に低侵襲的な方法で行うことができる。しかしながら、低侵襲性手術用器具や技術にお
ける制限や、これら手術用器具や技術を習得するために必要な追加の手術トレーニングに
起因して、比較的小数の手術のみが、現在、これらの技術を使用しているのが実情である
。
【０００５】
　手術で使用される低侵襲性遠隔手術システムが、外科医の手先の器用さを増大させるだ
けでなく、外科医が遠隔位置から患者を手術することを可能にするように開発されている
。遠隔手術は、外科医が、手で器具を直接的に保持し且つ動かすのではなく、例えばサー
ボ機構等の遠隔制御装置のいくつかのフォームを使用して、手術用器具の動きを操作する
ような手術システムの総称である。このような遠隔手術システムでは、外科医には、遠隔
地における手術部位の画像が提供される。典型的には、適当なビューア又はディスプレイ
上で手術部位の三次元画像を見ながら、外科医は、マスター制御入力装置を操作し、次に
ロボット機器の動作を制御することによって、患者に外科手術を行う。ロボット手術用器
具が、小さな、低侵襲性外科的開口部を介して挿入され、患者内の手術部位における組織
が治療されるが、このような開口部は、観血手術に一般に関連する外傷を生じさせる。こ
れらのロボットシステムは、大抵の場合、低侵襲性開口部において器具シャフトを旋回さ
せ、開口部を介してこのシャフトを軸線方向に摺動させ、開口部内でシャフトを回転させ
、及び／又は同様の操作を行うことによって、非常に複雑な外科的タスクを行うために十
分な手先の器用さを有するように手術用器具の作業端部を移動させることができる。
【０００６】
　遠隔手術用に使用されるサーボ機構は、大抵の場合、２つのマスター制御装置（外科医
の手の各々に対して１つ）からの入力を受け取り、そして２つ以上のロボットアームやマ
ニピュレータを含み得る。画像取込装置によって表示されたロボット機器の画像に対して
手の動きをマッピングすることによって、それぞれの手に関連付けられた器具についての
正確な制御を外科医に提供するのに役立つ。多くの手術用ロボットシステムでは、１つ以
上の追加のロボット操作用マニピュレータアームが、内視鏡又は他の画像取込装置、追加
の手術用器具等を移動させるために含められる。
【０００７】
　様々な構造配置を使用して、ロボットによる手術中に、手術用器具を手術部位に支持す
ることができる。従動リンク機構又は「スレーブ」は、大抵の場合、ロボット手術用マニ
ピュレータと呼ばれており、ロボットによる低侵襲性手術中に、ロボット手術用マニピュ



(4) JP 6255402 B2 2017.12.27

10

20

30

40

50

レータとして使用される例示的なリンク機構が、２０１２年６月１日に出願された、”Co
mmanded　Reconfiguration　of　a　Surgical　Manipulator　Using　the　Null　Space
”という標題の米国仮特許出願第６１／６５４，７６４号、及び米国特許第６，７５８，
８４３号、第６，２４６，２００号及び第５，８００，４２３号に記載されており、これ
らの文献の全体の開示は、その全体を参照することにより本明細書に組み込まれる。これ
らのリンク機構は、大抵の場合、平行四辺形の配置を利用して、シャフトを有する器具を
保持する。このようなマニピュレータ構造は、器具シャフトが、剛性シャフトの長さに沿
って空間に位置付けされた球状回転体の遠隔センタの周りを旋回するように器具の動きを
拘束することができる。（例えば、腹腔鏡手術中に腹壁でトロカール又はカニューレを用
いて）内部手術部位への切開点とこの回転体のセンタとを位置合わせすることによって、
手術用器具のエンドエフェクタは、腹壁に対して危険な力を与えることなく、マニピュレ
ータのリンク機構を用いてシャフトの基端部を移動させることによって、安全に位置付け
ることができる。代替のマニピュレータ構造は、例えば、米国特許第７，５９４，９１２
号、第６，７０２，８０５号、第６，６７６，６６９号、第５，８５５，５８３号、第５
，８０８，６６５号、第５，４４５，１６６号、第５，１８４，６０１号に記載されてお
り、これらの文献の全体の開示は、その全体を参照することにより本明細書に組み込まれ
る。
【０００８】
　新しいロボット手術システムや装置が、非常に効果的であり且つ有用であることが判明
しているが、依然としてさらなる改良が望まれている。いくつかの例では、外科医によっ
て使用されるマスター制御装置（複数可）は、遠隔制御のロボット・マニピュレータアー
ム及び／又はツールのエンドエフェクタが有する自由度の数以上の自由度を有している。
このような例では、ロボット・マニピュレータアーム及び／又はツールを制御するために
使用されるような制御装置は、過度に制約される(overconstrained)。例えば、遠隔ツー
ルが、低侵襲性開口部を通って延びるような剛性内視鏡である場合に、２方向の自由度（
エンドエフェクタ付近のツール手関節に関連する自由度、例えば、ピッチ及びヨー手関節
）が、作業空間で利用できなくなる。従って、内視鏡を含むロボットマニピュレータは、
その先端に４つの自由度のみ有している。実際には、これらの数学的な問題が、表に現れ
、結果的に応答が遅くなり、外科医に望ましくない応答時間が遅い感覚を与える。異なる
自由度を有するツールが、同じロボット手術用マニピュレータで使用される場合に、さら
なる問題が発生する可能性がある。例えば、外科医が、３つの自由度を有する顎部(jaw)
の使用を望み、次に、この顎部を２つの自由度を有する吸引装置に交換する場合である。
さらなる問題が、入出力の際の自由度が異なる状況でツールの動きを制御するために関節
の推定位置を使用する場合に、発生する可能性がある。このような状況によって、関節の
推定位置に数値エラーが生じて、ツールの望ましくない動きがもたらされることになる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　これらの理由及び他の理由のために、改良された装置、システム、並びに手術、ロボッ
ト手術、及び他のロボット用途のための方法を提供することが有利である。これらの改良
された技術によって、外科医によって操作されるマスター制御装置の自由度より少ない数
の自由度を有するエンドエフェクタを用いて、ロボット・マニピュレータアーム及び／又
はツールを効果的に制御するための能力が提供される場合には、特に有益になるであろう
。これらの改良された技術によって、同じ計算エンジンが、ロボットシステムの全ての器
具に使用することが可能にされた場合には、さらにより有益になるであろう。こうして、
柔軟性を増大させながら、制御装置の複雑さ及びコストを削減することが可能になる。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の実施形態は、概して改良されたロボット及び／又は手術用装置、システム、及
び方法を提供する。一実施形態では、外科用システムを作動する方法が開示される。本方
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法は、様々な動作を含んでおり、その動作は、外科医に関連する入力装置からパラメータ
を受け取るステップであって、パラメータは、開口部を通して向き合せされた手術用器具
のエンドエフェクタの所望の状態を示すものであり、手術用器具は、第１セットの関節の
セットを有する機械アセンブリに含まれる、受け取るステップを含む。本方法は、受け取
ったパラメータを使用して、第２セットの関節を制御するための指令を計算することによ
って、機械アセンブリを制御するための指令を計算するステップであって、第２セットの
関節は、第１セットの関節と追加の関節とを含んでおり、追加の関節は、機械アセンブリ
に存在していない、計算するステップを含む。この方法はさらに、計算された指令に基づ
いて、所望の状態に向けてエンドエフェクタを移動させるように機械アセンブリを駆動す
るステップを含む。
【００１１】
　別の実施形態では、患者の開口部を通して低侵襲性手術を行うための手術システムが開
示される。このシステムは、外科医からの入力を受け取るための入力装置を含む外科医コ
ンソールを有する。システムは、第１の手術用器具及び第２の手術用器具を受容するよう
に作動可能な少なくとも１つのマニピュレータ構造体であって、第１の手術用器具は、第
２の手術用器具の自由度の数と異なる自由度を有する、マニピュレータ構造体を有する。
システムは、少なくとも１つのマニピュレータ構造体に結合された機器を制御するための
制御装置をさらに有する。いくつかの実施形態では、制御装置は、第１の手術用器具の第
１の運動学モデルと第２の手術用器具の第２の運動学モデルとを用いて、第１の手術用器
具及び第２の手術用器具を制御するように作動可能である。
【００１２】
　本発明の性質及び利点をより完全に理解するために、以下の詳細な説明及び添付の図面
を参照すべきである。本発明の他の態様、目的及び利点は、図面及び以下の詳細な説明か
ら明らかになるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１Ａ】本発明の実施形態によるロボット手術システムの上面図である。
【図１Ｂ】図１Ａのロボット手術システムを示す概略図である。
【図２】図１Ａの外科医コンソールの斜視図である。
【図３】図１Ａの電子機器カートの斜視図である。
【図４】複数のマニピュレータアームを有する患者側カートの斜視図であり、各マニピュ
レータアームは、手術用器具を支持する。
【図５】一実施形態によるマニピュレータアームの斜視図である。
【図６Ａ】一実施形態によるエンドエフェクタを含むロボット手術ツールの斜視図であり
、エンドエフェクタは、対向するクランプ顎部を有する。
【図６Ｂ】一実施形態による手関節式内視鏡を示す図である。
【図６Ｃ】一実施形態による吸引ポートを含むオーバーチューブの先端部の斜視図である
。
【図６Ｄ】一実施形態による非手関節式内視鏡を示す図である。
【図７Ａ】一実施形態によるマスター制御入力装置の斜視図である。
【図７Ｂ】図７Ａの入力装置のジンバル又は手関節の斜視図である。
【図７Ｃ】図７Ａの入力装置の関節接合されたアームの斜視図である。
【図８】数学的にモデル化された自由度よりも少ない自由度を有する機械本体を制御する
ための簡略化したシステムを示すブロック図である。
【図９】一実施形態によるアクチュエータのブロック図である。
【図１０Ａ】第１の実施形態による入力装置を使用して、マニピュレータ・アセンブリを
制御するための簡略化したシステムを示すブロック図である。
【図１０Ｂ】第２の実施形態による入力装置を使用して、マニピュレータ・アセンブリを
制御するための簡略化したシステムを示すブロック図である。
【図１０Ｃ】第３の実施形態による入力装置を使用して、マニピュレータ・アセンブリを
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制御するための簡略化したシステムを示すブロック図である。
【図１０Ｄ】第４の実施形態による入力装置を使用して、マニピュレータ・アセンブリを
制御するための簡略化したシステムを示すブロック図である。
【図１１Ａ】第１の実施形態によるツール位置測定装置を使用して、マニピュレータ・ア
センブリを制御するための簡略化したシステムを示すブロック図である。
【図１１Ｂ】第２の実施形態によるツール位置測定装置を使用して、マニピュレータ・ア
センブリを制御するための簡略化したシステムを示すブロック図である。
【図１２Ａ】一実施形態による５より多い自由度を有するマニピュレータ・アセンブリの
図である。
【図１２Ｂ】一実施形態による複数のマニピュレータ・アセンブリ部品の関節位置の計算
を示すブロック図である。
【図１３】第１の実施形態による入力装置を使用して、マニピュレータアーム、ツール、
及び／又はエンドエフェクタを制御するためのプロセスを示すフローチャートである。
【図１４】第２の実施形態による入力装置を使用して、マニピュレータアーム、ツール、
及び／又はエンドエフェクタを制御するためのプロセスを示すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　本発明の実施形態は、概して、機械本体の動きを制御するための改良技術を提供する。
いくつかの実施形態は、複数の手術用ツール又は器具が、外科的処置中に、関連する複数
のロボットマニピュレータに取り付けられており、且つこれらのマニピュレータによって
移動されるような手術用ロボットシステムでの使用に特に有利である。ロボットシステム
は、大抵の場合、マスター・スレーブ制御装置として構成されたプロセッサを含むような
、遠隔ロボット、遠隔手術、及び／又はテレプレゼンス・システムを有している。マニピ
ュレータ・アセンブリを移動させるように適切に構成されたプロセッサを用いるロボット
システムに、比較的大きい数の自由度を有する多関節リンク機構を設けることによって、
リンク機構の動作は、低侵襲性アクセス部位を介して作業に合わせて調整することができ
る。
【００１５】
　本明細書で説明するロボットマニピュレータ・アセンブリは、大抵の場合、ロボット操
作用マニピュレータと、そのマニピュレータ上に取付けられたツールとを有する（ツール
は、大抵の場合、外科用の手術器具を有する）が、用語「ロボットアセンブリ」は、その
マニピュレータ上に取付けられたツールを含まないようなマニピュレータも包含する。用
語「ツール」は、汎用又は産業用ロボットツールと、専門のロボット手術器具との両方を
包含しており、後者である専門のロボット手術器具の構造は、大抵の場合、組織の操作、
組織の治療、組織の画像化等に適したエンドエフェクタを含む。ツール／マニピュレータ
・インターフェイスは、大抵の場合、代替ツールを用いてツールの迅速な取外し及び交換
を可能にするクイック取外しツールホルダ又は結合器である。マニピュレータ・アセンブ
リは、大抵の場合、ロボット手術の少なくとも一部の間に、空間内に固定されたベースを
有しており、マニピュレータ・アセンブリは、このベースと、ツールのエンドエフェクタ
との間に多数の自由度を含んでもよい。例えば、マニピュレータ・アセンブリは、マニピ
ュレータの運動学的な自由度だけでなく、マニピュレータに接続されたツールの運動学的
な自由度も含んでもよい。これら運動学的な自由度の組合せは、本明細書では「マニピュ
レータの自由度」と呼ばれており、（以下に説明する）関節空間内で典型的に規定される
。エンドエフェクタの作動（例えば、把持装置の顎部の開閉、電気外科パドルへの通電、
真空にするための空気圧の起動等）は、大抵の場合、これらマニピュレータ・アセンブリ
の自由度とは別であり、このアセンブリに追加される。これらの自由度は、「作動自由度
」として本明細書中で参照され得る。
【００１６】
　エンドエフェクタ（すなわち、より一般的には、以下に説明されるような制御フレーム
）は、典型的には、２～６の間の自由度を有した状態で作業空間内を移動する。エンドエ
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フェクタの自由度（すなわち、より一般的には、制御フレームの自由度）は、本明細書で
は「エンドエフェクタの自由度」と呼ばれており、（以下に説明される）直交座標空間で
典型的に規定される。本明細書で使用されるように、用語「位置」は、位置（場所）と向
きとの両方を包含する。従って、（例えば）エンドエフェクタの位置の変化は、第１位置
から第２位置へのエンドエフェクタの並進、第１の向きから第２の向きへのエンドエフェ
クタの回転、又はこれらの両方の組合せを含んでもよい。低侵襲性ロボット手術に使用す
るときに、マニピュレータ・アセンブリの動きは、シャフト若しくは、ツール又は器具の
中間部分が、低侵襲性手術用アクセス部位又は他の開口部を介して安全な動作で拘束され
るように、システムのプロセッサによって制御することができる。例えばこのような動作
は、開口部位を通して外科用作業空間にシャフトを挿入する挿入軸線、その軸線の回りの
シャフトの回転、開口部位における旋回点の周りにシャフトを旋回させる旋回動作を含ん
でもよい。
【００１７】
　本明細書で説明するマニピュレータ・アセンブリの多くは、完全に制御した状態でエン
ドエフェクタを作業空間内に位置付けることに典型的に関連するような使用可能な自由度
よりも少ない自由度を有している（エンドエフェクタの完全な制御には、３つの独立した
並進と、３つの独立した向きとを含むエンドエフェクタの自由度を必要とする）。つまり
、マニピュレータ・アセンブリは、エンドエフェクタの６つの自由度を独立して制御する
ためには不十分な数の又は種類の自由度を有してもよい。例えば、関節接合される手関節
を含まない剛性内視鏡のチップは、手関節のピッチ及び／又はヨー等の手関節の１つ又は
２つの自由度を欠いていることがある。従って、内視鏡は、エンドエフェクタを位置付け
するために、６つよりというよりも、４つ又は５つのみの自由度を有しており、こうして
内視鏡の動作を潜在的に拘束する。
【００１８】
　しかしながら、本明細書で説明するマニピュレータ・アセンブリのいくつかは、エンド
エフェクタの位置付けを完全に制御するために必要とされる自由度よりも多い数の自由度
を有している（エンドエフェクタの完全な制御には、３つの独立した並進と、３つの独立
した向きとを含むエンドエフェクタの自由度を必要とする）が、マニピュレータ・アセン
ブリの関節の種類又は配置によって、マニピュレータ・アセンブリは、依然としてエンド
エフェクタの位置付けを完全に制御することができない。例えば、マニピュレータ・アセ
ンブリは、７つの自由度を有するマニピュレータを有することができるが、これらの自由
度のうちの３つは、冗長性自由度である。その結果、エンドエフェクタは、４つの自由度
を効果的に有する。
【００１９】
　エンドエフェクタの位置を制御するために利用可能な自由度の数に関係なく、本明細書
で説明するマニピュレータ・アセンブリは、ツールを作動させるための追加の自由度（す
なわち、作動自由度）を加える(facilitate)ことができる。例えば、マニピュレータ・ア
センブリは、例えば、起動の際に選択した組織を加熱するように作動可能な電気焼灼プロ
ーブを有するツールを取り付けるように構成してもよい。別の例では、マニピュレータ・
アセンブリは、例えば、起動の際に選択した組織の周囲に吸引力を適用するように作動可
能な真空装置を有するツールを取り付けるように構成してもよい。このような例では、こ
れら追加の自由度は、運動学的なものではないので、エンドエフェクタの位置（すなわち
、位置（場所）及び向き）には影響を与えない。
【００２０】
　用語、関節等の「状態」は、大抵の場合、本明細書において、関節に関連付けられた制
御変数を指す。例えば、角度関節の状態は、その可動域内のその関節によって規定される
角度、及び／又は関節の角速度を指すことができる。同様に、軸線方向関節又は直動(pri
smatic)関節の状態は、関節の軸線方向の位置、及び／又はその軸線方向速度を指すこと
ができる。本明細書で説明する制御装置の多くは、速度制御装置を含むが、それら速度制
御装置は、大抵の場合、いくつかの位置制御の態様も有している。代替実施形態は、位置
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制御装置、加速度制御装置等に主に又は完全に依拠することがある。このような装置で使
用される制御システムの多くの態様が、米国特許第６，６９９，１７７号により完全に記
載されており、この文献の全体の開示は、参照することにより本明細書に組み込まれる。
こうして、記載される運動が、関連する計算に基づく限り、本明細書で説明する関節の動
き及びエンドエフェクタの動きの計算は、位置制御アルゴリズム、速度制御アルゴリズム
、これらの両方の組み合わせ等を用いて行うことができる。
【００２１】
　多くの実施形態では、例示的なマニピュレータアームのツールは、低侵襲性開口部に隣
接する旋回点の周りを旋回する。いくつかの実施形態では、システムは、米国特許第６，
７８６，８９６号に記載されるような遠隔センタ運動学等のハードウェア遠隔センタを利
用することができ、この文献の全体の内容は、その全体が本明細書に組み込まれる。この
ようなシステムは、マニピュレータによって支持される器具のシャフトが遠隔センタ点の
周りを旋回するように、リンク機構の動きを拘束する二重平行四辺形リンク機構を利用す
ることができる。代替の機械的に拘束された遠隔センタのリンク機構システムが、知られ
ており、及び／又は将来開発されるだろう。他の実施形態では、システムは、米国特許第
８，００４，２２９号に記載されるような遠隔センタを実現するためのソフトウェアを利
用することができ、この文献の全体の内容は、参照することにより本明細書に組み込まれ
る。ソフトウェアの遠隔センタを有するシステムでは、機械的な拘束とは対照的に、プロ
セッサは、所望の旋回点の周りに器具シャフトの中間部分を旋回させるように、関節運動
を計算する。ソフトウェア旋回点を計算する能力を有することによって、システムの適合
性又は剛性によって特徴付けられる異なるモードを、選択的に実行することができる。よ
り具体的には、旋回点／中心の範囲（例えば、可動旋回点、受動旋回点、固定／剛性旋回
点、ソフト旋回点）に亘った異なるシステムモードは、必要に応じて実現することができ
る。
【００２２】
　多くの構成では、ロボット手術システムは、遠隔制御のロボットマニピュレータのアー
ム及び／又はツールが有する自由度よりも少ない、より多い、又は等しい数の自由度を有
するマスター制御装置（複数可）を含むことができる。このような例では、ロボット・マ
ニピュレータアーム及び／又はツールを制御するために使用されるヤコビアンベースの又
は他の制御装置は、典型的に、完全な数学的な解法及び十分な制御を提供する。例えば、
剛体の位置（すなわち、位置及び向き）を完全に制御するには、独立して制御可能な剛体
の６つの自由度を用いることができ、これは、並進のための３つの自由度と向きのための
３つの自由度とを含む。これは、６×Ｎのヤコビアン行列が使用されるようなヤコビアン
ベースの制御アルゴリズムにうまく適している。
【００２３】
　しかしながら、６×Ｎのヤコビアン制御装置を使用して、６つより少ない自由度を有す
るロボット・マニピュレータアーム及び／又はツールを制御するときに、数学的な問題に
過度に制約されるので、問題が生じることがある。例えば、遠隔ツールが、低侵襲性開口
部を通って延びる剛性内視鏡（であって、内視鏡がこの開口部で旋回する）である場合に
、マニピュレータの２つの自由度は、利用できない場合がある（それら２つの自由度は、
大抵の場合、エンドエフェクタに隣接するツール手関節に関連する例えば、手関節ピッチ
及びヨーである）。マニピュレータでのこれら欠落する２つの自由度のそれぞれによって
、エンドエフェクタの並進及び向きの両方に影響が生じる。こうして、内視鏡は、そのチ
ップに独立して制御可能な４つのみの自由度（すなわち、エンドエフェクタの自由度）を
有しており、６×Ｎヤコビアン・アプローチについて、上述した数学的な問題が発生する
可能性がある。実際には、これらの数学的な問題は、大抵の場合、実体的な問題である。
例えば、内視鏡のチップが、パン（pan）又はチルト(tilt)のいずれかを行うように命令
された場合には、その内視鏡のチップは、手関節を有していない非手関節式チップなので
、１つのことだけしか行うことができず、両方の組合せを行う必要がある。換言すると、
内視鏡のチップが、パンやチルトするように独立して制御できないものであり、むしろ、
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その内視鏡のチップは、これらパンやチルトの固定された組合せのみを行うことができる
。これは、潜在的に応答が遅くなり、外科医に望ましくない応答時間が遅い感覚を与える
。
【００２４】
　異なる自由度のツールが同じロボット手術用マニピュレータと一緒に使用されるときに
、さらなる問題が、大抵の場合、発生する。例えば、外科医が、３つの運動学的な自由度
の顎部の使用を望み、次に、この顎部を２つの運動学的な自由度を有する吸引装置に交換
する場合である。顎部の動作を制御するための数学的モデルは、吸引装置の動作を制御す
るための数学的モデルとは異なるので、ロボットシステムは、同じ数学的モデルを使用す
ることから生じる上述した問題を回避するために、２つの異なるモデルを適用する。例え
ば、マニピュレータが、ツールの自由度に加えて３つの自由度を提供する場合に、顎部の
動作を制御するための制御装置、及び吸引装置は、それぞれ、６×Ｎのヤコビアンベース
の制御装置、及び５×（Ｎ－１）のヤコビアンベースの制御装置を有する。マルチ制御装
置の使用によって、コストを増加させ及び／又は異なるツールの大規模セットのスケーラ
ビリティを制限するような追加の複雑性のレイヤがもたらされ、５×（Ｎ－１）ヤコビア
ンは、その減少した列数によって使用するのがより複雑になる。
【００２５】
　さらに、関節の後続の動きを制御するためにマニピュレータ・アセンブリの現在の関節
位置の推定値を使用するときに、別の問題が、大抵の場合、発生する。関節制御装置は、
所望の関節位置と現在の関節位置の推定値との組合せを使用して、所望の関節位置に関節
をより近接させるように関節に適用される適切なトルクを決定することができる。マニピ
ュレータ・アセンブリの運動学モデルの自由度の数が、マニピュレータ・アセンブリの自
由度の数に等しい状況では、しかし、ツールチップの位置は、より大きな数の自由度で測
定され、これらの測定値を運動学モデルへの入力として使用して関節角度を決定すること
は、得られた関節角度計算結果にエラー（誤差）が含まることになる。これらの関節角度
計算結果を使用して、マニピュレータ・アセンブリの動作を制御するときに、これらのエ
ラーは、マニピュレータ・アセンブリに望ましくない制御をもたらす。
【００２６】
　エンドエフェクタの位置を完全に制御するための６つの自由度よりも少ない、同じ、又
はより多い自由度を有するアセンブリを含むような様々な自由度を有するマニピュレータ
・アセンブリが、本明細書に開示されるが、これらのアセンブリの多くの実施形態は、エ
ンドエフェクタの位置を完全に制御するための自由度を少なくとも１つ欠いている。マニ
ピュレータ・アセンブリは、これら自由度のうちの１つを欠いているが、マニピュレータ
・アセンブリを制御する入力装置（例えば、マスター制御入力装置）は、この欠落した自
由度を含むことができる。本発明の実施形態によれば、マニピュレータ・アセンブリで欠
落する自由度（複数可）を制御するような入力に応答して、マニピュレータ・アセンブリ
で利用可能な他の自由度が、動作に提供され、欠落する自由度（複数可）の制御をシミュ
レートするようにしてもよい。これは、マニピュレータの欠落する自由度（複数可）につ
いての計算を含む及びこの計算を実行するようなマニピュレータ・アセンブリの運動学モ
デルを使用して行ってもよい。このような計算を行うことにより、マニピュレータ・アセ
ンブリの残りの自由度をより効率的に制御することができ、エンドエフェクタを要求され
た自由度（複数可）に沿って移動させるように示すことができる。さらに、このような運
動学的なモデルの使用によって、有利には、異なる数の自由度を有するツールの位置付け
及び／又は作動を容易にする複雑さを低減することができる。
【００２７】
　以下の説明では、本発明の様々な実施形態について説明する。説明目的のために、特定
の構成及び詳細が、実施形態の完全な理解を提供するために説明される。しかしながら、
本発明を特定の詳細なしに実施できることは当業者には明らかであろう。さらに、周知の
機構は、説明される実施形態を不明瞭にしないために、省略又は簡略化され得る。
【００２８】
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　ここで図面を参照すると、同様の参照符号は、いくつかの図面を通じて同様の部品を表
す。図１Ａは、多くの実施形態による、低侵襲性ロボット手術（ＭＩＲＳ）システム１０
の上面図であり、このシステムは、手術台１４の上に横たわっている患者１２に低侵襲性
の診断又は外科的処置を実施する際に使用される。このシステムは、手術中に外科医１８
によって使用される外科医コンソール１６を含むことができる。１人以上のアシスタント
２０が、手術に関与することもできる。ＭＩＲＳシステム１０は、患者側カート２２（手
術用ロボット）と電子機器カート２４とをさらに含むことができる。患者側カート２２は
、外科医１８がコンソール１６を通じて手術部位を視認しながら、着脱可能に結合された
少なくとも１つのツールアセンブリ２６（以下、単に「ツール」という）を低侵襲性切開
部を介して患者１２の体内で操作することができる。手術部位の画像は、立体内視鏡等の
撮像装置２８により得ることができ、この内視鏡は、撮像装置２８を向合せさせるように
、患者側カート２２によって操作することができる。電子機器カート２４を使用し、後続
の表示のために手術部位の画像を処理して、外科医コンソール１６を介して外科医１８に
表示することができる。一度に使用される手術用ツール２６の数は、一般的に、診断又は
外科手術、及び他の要因の中でも手術室内の空間的制約に依存するであろう。手術中に使
用される１つ以上のツール２６を変更する必要がある場合に、アシスタント２０は、患者
側カート２２からツール２６を取り外すことができ、手術室内のトレイ３０からの別のツ
ール２６をその取り外したツールと交換することができる。
【００２９】
　特定の実施形態における、外科医コンソール１６、電子機器カート２４、及び患者側カ
ート２２等の様々な構成要素を含むＭＩＲＳシステム１０は、低侵襲性の診断や外科的処
置を患者に行うためのシステムである。しかしながら、当業者によって理解されるように
、このシステムは、図１Ａに示されるよりも少ない又はより多い数の構成要素を有するこ
とにより、同様に良好に操作することができる。従って、図１Ａに示されるシステム１０
は、本質的に例示として捉えるべきであり、本開示の範囲を制限するものではないことに
注意する必要がある。
【００３０】
　図１Ｂは、（図１ＡのＭＩＲＳシステム１０等の）ロボット手術システム５０を示す概
略図である。上述したように、（図１Ａの外科医コンソール１６等の）外科医コンソール
５２は、低侵襲性手術中に外科医によって使用されて、（図１Ａの患者側カート２２等の
）患者側カート（手術ロボット）５４を制御することができる。患者側カート５４は、立
体内視鏡等の撮像装置を使用して、手術部位の画像を捕捉することができ、この捕捉した
画像を（図１Ａの電子機器カート２４等の）電子機器カート５６に出力することができる
。上述したように、電子機器カート５６は、後続の表示の前に、取得した画像を様々な方
法で処理することができる。例えば、電子機器カート５６は、合成画像を外科医コンソー
ル５２を介して外科医に表示する前に、取得した画像を仮想制御インターフェイスに重ね
る（オーバーレイする）ことができる。患者側カート５４は、電子機器カート５６の外部
で処理するために取得した画像を出力することができる。例えば、患者側カート５４は、
取得した画像を、この取得した画像を処理するために使用されるプロセッサ５８に出力す
ることができる。画像は、電子機器カート５６及びプロセッサ５８を組み合わせることに
よっても処理することができ、この画像は、捕捉した画像を一緒に、順番に、及び／又は
これらの組合せで処理するように、一緒に結合することができる。１つ又は複数の別個の
ディスプレイ６０を、プロセッサ５８に結合することができ、及び／又は手術部位の画像
等の局所的及び／又は遠隔表示画像又は他の関連画像のための電子機器カート５６に結合
することができる。
【００３１】
　特定の実施形態における、外科医コンソール５２、電子機器カート５６、及び患者側カ
ート５４等の様々な構成要素を含むＭＩＲＳシステム５０は、低侵襲性の診断又は外科的
処置を患者に行うためのシステムである。しかしながら、当業者によって理解されるよう
に、このシステムは、図１Ｂに示されるよりも少ない又はより多い数の構成要素を有する
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ことにより、同様に良好に操作することができる。従って、図１Ｂに示されるシステム５
０は、本質的に例示として捉えるべきであり、本開示の範囲を制限するものではないこと
に注意する必要がある。
【００３２】
　図２は、外科医コンソール１６の斜視図である。外科医コンソール１６は、奥行き知覚
を可能にするような手術部位の調整された立体視を外科医１８に提示するための左眼用デ
ィスプレイ３２と右眼用ディスプレイ３４とを含む。コンソール１６は、１つ以上の入力
制御装置３６をさらに含んでおり、この入力制御装置によって、次に、（図１Ａに示され
る）患者側カート２２に１つ以上のツールを操作させる。入力制御装置３６は、外科医に
テレプレゼンスを提供するように、（図１Ａに示される）それら関連するツール２６と同
じ自由度又はより多くの自由度を提供することができ、又は外科医がツール２６を直接的
に制御するための強く認識できる感覚を有するように、入力制御装置３６がツール２６と
一体であるという知覚を提供することができる。この目的を達成するために、位置、力、
及び触覚フィードバックセンサ（図示せず）は、位置、力、及び触覚感覚を、ツール２６
から入力制御装置３６を介して外科医の手に返送するように用いることができる。
【００３３】
　外科医コンソール１６は、通常、外科医が手術を直接的に監視できるように、必要に応
じて物理的に存在するように、そして電話又は他の通信媒体を介して話すのではなく、ア
シスタントに直接的に話すように、患者と同じ部屋に位置している。しかしながら、外科
医は、遠隔の外科手術を可能にするように、別の部屋、完全に異なる建物、又は患者から
遠隔の他の位置に位置することができる。
【００３４】
　特定の実施形態における外科医コンソール１６は、手術部位に関する情報を外科医に提
示し、且つ外科医からの入力情報を受け取るための装置であり、眼用ディスプレイ及び入
力制御装置等の様々な構成要素を含む。しかしながら、当業者によって理解されるように
、外科医コンソールは、図２に示されるよりも少ない又はより多い数の構成要素を有する
ことにより、同様に良好に操作することができる。従って、図２に示される外科医コンソ
ール１６は、本質的に例示として捉えるべきであり、本開示の範囲を制限するものではな
いことに注意する必要がある。
【００３５】
　図３は、電子機器カート２４の斜視図である。電子機器カート２４は、撮像装置２８に
結合することができ、後続の表示のために取得した画像を処理するためのプロセッサを含
むことができ、処理した画像を外科医コンソール上で、又は局所的に及び／又は遠隔に位
置する別の適切なディスプレイ上で外科医に表示する。例えば、立体内視鏡が使用される
場合に、電子機器カート２４は、手術部位の調整された立体画像を外科医に提示するよう
に、取り込まれた画像を処理することができる。このような調整は、対向する画像同士間
の位置合わせを含むことができ、且つ立体内視鏡の立体作業距離の調節も含むことができ
る。別の例として、画像処理は、光学収差等の画像取込装置の結像誤差を補償するように
、以前に決定されたカメラ較正パラメータの使用を含むことができる。
【００３６】
　特定の実施形態における電子機器カート２４は、外科医に関する情報を外科チームに提
示するための装置であり、様々な要素のディスプレイ、プロセッサ、記憶素子等を含む。
しかしながら、当業者によって理解されるように、電子機器カート２４は、図３に示され
るよりも少ない又はより多い数の構成要素を有することにより、同様に良好に操作するこ
とができる。従って、図３に示される電子機器カート２４は、本質的に例示として捉える
べきであり、本開示の範囲を制限するものではないことに注意する必要がある。
【００３７】
　図４は、複数のマニピュレータアームを有する患者側カート２２を示しており、各アー
ムは、手術器具又はツール２６をマニピュレータアームの先端部に支持する。示される患
者側カート２２は、４つのマニピュレータアーム１００を含んでおり、これらアームは、
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手術用ツール２６、又は手術部位の画像を捕捉するために使用される立体内視鏡等の撮像
装置２８のいずれかを支持するために使用できる。操作は、多数のロボット関節を有する
ロボット・マニピュレータアーム１００によって提供され、各関節によって、マニピュレ
ータの自由度が提供される。各関節の角度は、モータ又はモータアセンブリ等のアクチュ
エータによって制御することができ、いくつかの実施形態では、各関節の角度は、各関節
上に又はこの関節に近接して配置された１つ以上のセンサ（例えば、エンコーダ、ポテン
ショメータ等）を用いて測定することができる。撮像装置２８及び手術器具２６は、運動
学的遠隔センタが、切開部の大きさを最小にするように切開部に維持されて、患者の切開
部を介して位置付けされ且つ操作することができる。手術部位の画像は、手術器具又はツ
ール２６が、撮像装置２８の視野内に位置するときに、手術器具又はツール２６の先端部
の画像を含むことができる。
【００３８】
　手術用ツール２６に関して、種々の代替のロボット手術用ツール又は異なる種類の器具
及び様々なエンドエフェクタが、外科手術中に取り外され、交換された少なくともいくつ
かのマニピュレータの器具に使用することができる。DeBakey鉗子、マイクロピンセット
、ポッツはさみ、クリップ・アプライヤーを含むこれらのエンドエフェクタのいくつかは
、エンドエフェクタの顎部のペアを規定するように、互いに対して旋回するような第１及
び第２のエンドエフェクタ要素を含む。メス及び電気メスプローブを含む他のエンドエフ
ェクタは、単一のエンドエフェクタ要素を有する。エンドエフェクタの顎部を有する器具
について、この顎部は、大抵の場合、ハンドルの把持部材を絞ることによって作動する。
単一のエンドエフェクタ器具は、例えば電気メスプローブにエネルギーを送達するように
、把持部材を把持することによって作動させることもできる。
【００３９】
　器具２６の細長いシャフトによって、エンドエフェクタ及びシャフトの先端部を、低侵
襲性開口部を介して、大抵の場合腹壁等を介して手術作業部位に先端方向に挿入すること
が可能になる。手術作業部位にガス注入することができ、患者内のエンドエフェクタの動
きは、大抵の場合、シャフトが低侵襲性開口部を通過する位置の周りに器具２６を旋回さ
せることによって、少なくとも部分的に達成される。換言すれば、マニピュレータ１００
は、エンドエフェクタの所望の動きを提供するのに役立つように、シャフトが低侵襲性開
口部の位置を通って延びるように、器具の基端側ハウジングを患者の外部に移動させる。
こうして、マニピュレータ１００は、大抵の場合、外科的処置中に患者１２の外部で著し
い動きを受けることになる。
【００４０】
　特定の実施形態における患者側カート２２は、患者への外科的処置を補助するための手
術用ツールを提供する装置であり、マニピュレータアーム１００やツール２６等の様々な
構成要素を含むことができる。しかしながら、当業者によって理解されるように、患者側
カートは、図４に示されるよりも少ない又はより多い数の構成要素を有することにより、
同様に良好に操作することができる。従って、図４に示される患者側カート２２は、本質
的に例示として捉えるべきであり、本開示の範囲を制限するものではないことに注意する
必要がある。
【００４１】
　本発明のいくつかの実施形態による例示的なマニピュレータアームは、図５を参照して
理解することができる。上述したように、マニピュレータアームは、一般的に、先端側器
具や手術用ツールを支持しており、ベースに対する器具の動きに影響を及ぼす。異なるエ
ンドエフェクタを有する多数の異なる器具が、（典型的には、外科助手の助けを借りて）
外科手術中に、各マニピュレータに順番に取り付けられる際に、先端側器具ホルダは、好
ましくは、取り付けられた器具又はツールの迅速な取外し及び交換を可能にする。図４を
参照して理解することができるように、マニピュレータは、患者側カートのベースに対し
て基端側に取り付けられる。典型的には、マニピュレータアームは、ベースと先端側器具
ホルダとの間に延びる複数のリンク機構及び関連する関節を含む。一態様では、例示的な
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マニピュレータは、冗長性の又は非冗長性のいずれかの自由度を有する複数の関節を含む
が、エンドエフェクタの位置（すなわち、位置及び向き）を完全に規定するために必要な
少なくとも１つの自由度を欠いている。
【００４２】
　図５に示されるような多くの実施形態では、例示的なマニピュレータアームは、第１関
節軸線の回りに回転するような基端側レボリュート(revolute)関節Ｊ１を含み、関節Ｊ１
のマニピュレータアームの先端部を第１関節軸線の回りに周転(revolve)させる。ある実
施形態では、レボリュート関節Ｊ１は、ベースに直接的に取り付けられるが、他の実施形
態では、関節Ｊ１は、１つ以上の可動式リンク機構又は関節に取り付けてもよい。組み合
わされたマニピュレータの関節は、マニピュレータアームの関節が、エンドエフェクタの
所定位置について異なる構成の範囲内で駆動することができるような、冗長自由度を有し
ている。例えば、図５のマニピュレータアームは、異なる構成で操作することができる一
方、器具ホルダ５１０内に支持された先端側器具又はツール５１１が、エンドエフェクタ
の所定の位置又は速度を含むような特定の状態を維持する。いくつかの実施形態では、マ
ニピュレータの関節は、ツール５１１の位置を完全に規定するようなエンドエフェクタの
６つの自由度のうちの少なくとも１つを独立して制御するように作動可能ではない。例え
ば、マニピュレータは、ツール５１１を独立してロール、ピッチ、ヨー運動を行う及び／
又は１つ以上の方向に並進させるように作動可能でないこともある。
【００４３】
　図５のマニピュレータアーム５００の個々のリンクを、図５に示されるようにリンクを
接続する関節の回転軸線に沿って説明する。第１リンク５０４は、その関節軸線の回りを
旋回するような旋回関節Ｊ２から先端方向に延びており、その関節軸線の回りを回転する
ようなレボリュート関節Ｊ１に結合される。図５に示されるように、関節の残りの多くは
、それら残りの関節に関連する回転軸線によって同定することができる。例えば、第１リ
ンク５０４の先端部は、その旋回軸線の回りを旋回するような旋回関節Ｊ３で第２リンク
５０６の基端部に結合され、第３リンク５０８の基端部は、示されるように、その軸線の
回りを旋回するような旋回関節Ｊ４で第２リンク５０６の先端部に結合される。第３リン
ク５０８の先端部は、旋回関節Ｊ５で器具ホルダ５１０に結合される。典型的には、関節
Ｊ２，Ｊ３，Ｊ４，Ｊ５のそれぞれの旋回軸線は、実質的に平行であり、且つ互いに隣接
して位置付けされたときに、リンク機構は、マニピュレータアームの減少した幅を提供す
るとともにマニピュレータ・アセンブリの操縦中の患者クリアランスを向上させるように
、「スタック(stacked)」されるように見える。多くの実施形態では、器具ホルダ５１０
は、低侵襲性開口部を介して器具５１１の軸線方向の移動を容易にするとともに、器具が
摺動自在に挿通されたカニューレに対して器具ホルダ５１０の取り付けを容易にするよう
な直動関節Ｊ６等の追加の関節も含む。いくつかの実施形態では、たとえ器具ホルダ５１
０の自由度とマニピュレータアーム５００の残りの自由度とを組み合わせても、得られる
自由度は、依然として、ツール５１１の位置を完全に規定するために必要な６つの自由度
のうちの少なくとも１つの自由度を提供するのに不十分である。
【００４４】
　器具５１１は、器具ホルダ５１０の先端に追加の自由度を含んでもよい。器具の作動に
関する自由度は、大抵の場合、マニピュレータのモータによって駆動され、代替実施形態
では、器具上に示される１つ以上の関節が、代わりに、インターフェイス上に存在し、又
はその逆になるように、クイック取り外し可能な器具ホルダ／器具インターフェイスにお
いて、マニピュレータ構造支持体からこの器具を分離することができる。いくつかの実施
形態では、器具５１１は、ツールチップの挿入ポイント、又は低侵襲性の開口部の部位に
一般的に配置されるような旋回点ＰＰの付近に又は基端側に回転(rotational)関節Ｊ７（
図示せず）を含む。器具の先端側手関節によって、器具の手関節における１つ以上の関節
の器具関節軸線の回りに手術用ツール５１１のエンドエフェクタの旋回運動が可能になる
。エンドエフェクタの顎部要素同士の間の角度は、エンドエフェクタの位置及び向きとは
独立して制御することができる。マニピュレータの自由度の一部であると考えることがで
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きるような手術ツール５１１によって提供されるこれら追加の運動学的な自由度に拘わら
ず、いくつかの実施形態では、手術ツール５１１の運動学的な自由度とマニピュレータア
ーム５００の自由度（例えば、器具ホルダ５１０の自由度も含む）とを組み合わせる場合
であっても、得られる運動学的な自由度は、依然として、ツール５１１のチップの位置を
完全に制御するのに不十分である。
【００４５】
　特定の実施形態におけるマニピュレータアーム５００は、ツールを保持し且つ制御する
ための機械本体であり、且つ多数のリンク及び関節を含んでもよい。しかしながら、当業
者によって理解されるように、マニピュレータアームは、図５に示されるよりも少ない又
はより多い数の構成要素を有することにより、同様に良好に操作することができる。従っ
て、図５に示されるマニピュレータアーム５００は、本質的に例示として捉えるべきであ
り、本開示の範囲を制限するものではないことに注意する必要がある。
【００４６】
　図６Ａは、手術用ツール６００を示しており、この手術用ツール６００は、基端側シャ
ーシ６０２と、器具シャフト６０４と、患者の組織を把持するように関節運動する顎部６
０８を有するような先端側エンドエフェクタ６０６とを含む。基端側シャーシは、患者側
カート２２（図１Ａ）の出力カプラとインターフェイス接続し且つこの出力カプラによっ
て駆動されるように構成された入力カプラを含む。入力カプラは、ばねアセンブリ６１０
の入力リンクに駆動可能に結合されている。ばねアセンブリ６１０は、基端側シャーシ６
０２のフレーム６１２に取り付けられており、且つ器具シャフト６０４内に配置された駆
動シャフトと一緒に駆動結合された出力リンクを含む。駆動シャフトは、顎部６０８に駆
動可能に結合される。
【００４７】
　図６Ａに示されるようないくつかの実施形態によれば、手術用ツール６００は、エンド
エフェクタ６０６の位置を変更するための自由度を含まない。他の実施形態では、手術用
ツール６００は、エンドエフェクタ６０６の位置を変更するために自由度を追加するため
の１つ以上の関節を含んでもよい。例えば、器具シャフト６０４は、エンドエフェクタ６
０６のピッチ及び／又はヨーを変化させるための関節を含んでもよい。さらに、図６Ａに
示されるようないくつかの実施形態では、手術用ツール６００は、エンドエフェクタ６０
６を作動させるための１つ以上の自由度を含んでもよい。例えば、ばねアセンブリ６１０
は、顎部６０８を作動させることができる。手術用ツール６００だけでなく他の手術用ツ
ールのさらなる特徴は、２０１１年１１月１５日に出願された、同一出願人によって所有
される、”Method　for　Passively　Decoupling　Torque　Applied　By　a　Remote　Ac
tuator　Into　an　Independently　Rotating　Member”という標題の米国特許出願第１
３／２９７，１５８号に記載されており、この文献の開示は、その全体を参照することに
より本明細書に組み込まれる。
【００４８】
　図６Ｂは、いくつかの実施形態では、ロボット低侵襲性手術で使用される手関節式内視
鏡６２０を示している。内視鏡６２０は、細長いシャフト６２２と、このシャフト６２２
の作業端部に位置する可撓性手関節６２４とを含む。ハウジング６２６によって、手術用
器具６２０が、シャフト６２４の反対側端部に位置するマニピュレータに取外し可能に結
合するのを可能にする。内視鏡のカメラレンズが、可撓性手関節６２４の先端部に実装さ
れる。管腔（図示せず）が、可撓性手関節６２４の先端部をハウジング６２６に接続する
ようにシャフト６２２の長さに沿って延びる。「ファイバスコープ」の実施形態では、電
荷結合素子（ＣＣＤ）等の内視鏡６２０の撮像センサ（複数可）は、シャフト６２２の長
さに沿って管腔内に延びており且つ可撓性手関節６２４の先端部で実質的に終了するよう
な光ファイバに接続されたハウジング６２６の内側に取り付けてもよい。代替の「チップ
・オン・スティック」の実施形態では、内視鏡６２０の撮像センサ（複数可）は、可撓性
手関節６２４の先端に取り付けてもよい。撮像センサ（複数可）は、２次元又は３次元で
あってもよい。
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【００４９】
　いくつかの実施形態では、可撓性手関節６２４は、少なくとも１つの自由度を有してお
り、内視鏡６２０が、身体内部組織、臓器等の周りで容易に関節運動し且つ操作され、所
望の対象部位（例えば、心外膜又は心筋組織）に到達することを可能にする。ハウジング
６２６は、可撓性手関節６２４の先端部分を関節運動させるための駆動機構を収容するこ
とができる。駆動機構は、その自由度（複数可）に沿って可撓性手関節６２４を駆動する
のに適した、ケーブル駆動、歯車駆動、ベルト駆動、又は別のタイプの駆動機構とするこ
とができる。例えば、一実施形態では、可撓性手関節６２４は、２つの並進自由度を有し
ており、シャフト６２２は、シャフト６２２の長さに沿った軸線の周りに回転するように
作動可能である。いくつかの医療処置では、多関節内視鏡６２０は、確認するのが困難な
及び／又は届きにくい場所の視覚画像を取得するために、内部臓器、組織等の周りで操作
され且つ関節運動する。内視鏡６２０だけでなく他の手術用ツールの追加の特徴は、２０
０５年１２月２７日に出願された、同一出願人に所有される、”Articulate　and　Swapa
ble　Endoscope　for　a　Surgical　Robot”という標題の米国特許出願第１１／３１９
，０１１号に記載されており、この文献の開示は、その全体を参照することにより本明細
書に組み込まれる。
【００５０】
　図６Ｃは、吸引ポートを含むオーバーチューブの先端部の斜視図である。オーバーチュ
ーブ６３０は、器具の通過を可能にするようにオーバーチューブ６３０を通って延びる器
具管腔６３２を規定する。オーバーチューブ６３０は、真空源に結合される１つ以上の吸
引通路６３４をさらに含む。オーバーチューブ６３０は、様々な実施形態において、外科
的使用に適した任意の種類の材料から形成してもよく、任意の様々な剛性を有した状態で
提供することができる。例えば、オーバーチューブ６３０は、実質的な剛性材料で構成し
てもよく、可撓性材料を含んでもよく、又は屈曲可能な構造体を提供するために１つ以上
の実質的な剛性部分と、１つ以上の可撓性部分との組合せを含んでもよい。オーバーチュ
ーブ６３０の断面形状は、変化してもよい。図示の実施形態では、オーバーチューブ６３
０は、実質的に円形の断面形状であり、ポリウレタンから作られている。他の実施形態で
は、他の断面形状は、用途に応じて、例えば、楕円形、矩形、三角形等の形状を使用して
もよい。
【００５１】
　図示の実施形態では、吸引通路６３４は、オーバーチューブ６３０の壁内に複数の吸引
管腔を有しており、各吸引管腔は、真空源（図示せず）に結合される。真空源は、各吸引
通路６３４内で真空圧力を形成するように作動され、それにより、吸引通路６３４と接触
する組織表面上に吸引力を形成する。この吸引力の結果として、オーバーチューブ６３０
は、組織表面にくっつく。真空圧が中断された場合は、組織表面は解放され、オーバーチ
ューブ６３０は、もはや組織にくっつかなくなる。従って、吸引通路６３４を介しての吸
引力を制御可能に供給することにより、オーバーチューブ６３０は、患者の組織表面に取
外し可能にくっつくことができる。洗浄ツール、切除ツール等の手術用器具は、次に、器
具管腔２００を介して挿入されて、器具管腔６３２に配置された組織を治療することがで
きる。
【００５２】
　いくつかの実施形態によれば、オーバーチューブ６３０は、実質的な剛性材料から形成
してもよく、オーバーチューブ６３０の位置を変更するための自由度を含んでいない。他
の実施形態では、オーバーチューブ６３０は、オーバーチューブ６３０の先端部の位置を
変更するための自由度を追加するような１つ以上の関節を含んでもよい。例えば、オーバ
ーチューブ６３０は、オーバーチューブ６３０の先端部のピッチ及び／又はヨーを変化さ
せるための関節を含んでもよい。またいくつかの実施形態では、オーバーチューブ６３０
は、オーバーチューブ６３０の機能を作動させるための１つ以上の自由度を含んでもよい
。例えば、真空源（図示せず）は、１つ以上の吸引通路６３４内に真空圧を形成し又は解
除するように作動可能である。オーバーチューブ６３０だけでなく他の手術用ツールの追
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加の特徴は、２００６年１２月２９日に出願された、同一出願人に所有される、”Vacuum
　Stabilized　Overtube　for　Endoscopic　Surgery”という標題の米国特許出願第１１
／６１８，３７４号に記載されており、この文献の開示は、その全体を参照することによ
り本明細書に組み込まれる。
【００５３】
　図６Ｄは、いくつかの実施形態では、ロボット低侵襲性手術で使用されるような手関節
を有さない非手関節式内視鏡６４０を示している。非手関節式内視鏡６４０は、図６Ｂを
参照して示され且つ説明した手関節式内視鏡６２０に類似しており、こうして、同様にハ
ウジング６４６とシャフト６２２とを含む。差としては、非手関節式内視鏡６４０が、可
撓性手関節を含まないことである。非手関節式内視鏡は、手関節式内視鏡に比べて減少し
た数の自由度を有しており、この特定の例では、非手関節内視鏡６４０は、手関節ヨーや
手関節ピッチを有していない。
【００５４】
　手術用ツール６００、内視鏡６２０、及びオーバーチューブ６３０は、様々な構成要素
を含むような種々のツールである。もっとも、当業者によって理解されるように、これら
のツールは、図６Ａ～図６Ｃに示されるよりも少ない又はより多い数の構成要素を有する
ことにより、同様に良好に操作することができる。さらに、他のツールは、把持装置、電
気手術用パドル、吸引器、洗浄器、ステープラー、はさみ、ナイフ等であり、或いはこれ
らを代替的に用いることが理解されるであろう。従って、図６Ａ～図６Ｃに示される手術
用ツールは、本質的に例示として捉えるべきであり、本開示の範囲を制限するものではな
いことに注意する必要がある。
【００５５】
　図７Ａは、一実施形態による外科医コンソール１６（図１Ａ）の一部であるマスター制
御入力装置７００の斜視図である。マスター制御装置７００は、多関節アーム７４０に作
動可能に結合されたジンバル又は手関節７２０を含む。
【００５６】
　マスター制御入力装置７００は、多数の自由度を有しており、マニピュレータ・アセン
ブリ（例えば、図５のマニピュレータアーム５００）を制御するように作動可能である。
入力装置７００の自由度は、マニピュレータアーム５００の運動学を制御するために使用
されるような、入力装置７００の関節によって規定される運動学的な自由度を含んでおり
、マニピュレータアーム５００に接続されたツール（例えば、器具５１１）を作動させる
ために使用される作動自由度を含む。マニピュレータアーム５００のツール等の入力装置
７００は、関連するエンドエフェクタ（又は、より一般的に、制御フレーム）を有するよ
うに考慮することもでき、そのエンドエフェクタ自体、多数の自由度を有している。
【００５７】
　いくつかの実施形態では、入力装置７００は、エンドエフェクタの位置を完全に制御す
るための十分な数の自由度を有することができる。例えば、入力装置７００は、器具５１
１のエンドエフェクタの３つの並進自由度及び３つの方向自由度を独立して制御するよう
な６つの自由度を有することができる。いくつかの例では、入力装置７００は、このよう
な十分な数の自由度を有しているにも拘わらず、マニピュレータ・アセンブリ（例えば、
マニピュレータアーム５００）は、エンドエフェクタの３つの並進自由度及び３つの方向
自由度を独立して制御するには不十分な数の自由度を有している。例えば、マニピュレー
タアーム５００は、５つのみの自由度を有している。
【００５８】
　いくつかの実施形態では、入力装置７００は、追加の自由度を有してもよく、この追加
の自由度は、エンドエフェクタの位置を制御するように作動可能な自由度（例えば、冗長
自由度）であってもよく、及び／又は器具２６を作動可能にさせる自由度（例えば、吸引
又は洗浄のオン／オフ、クランプの作動、ステープルでの組織の係合等）であってもよい
。追加の自由度を有する入力装置が、２００２年４月１１日に出願された、同一出願人に
所有される、”Master　Having　Redundant　Degrees　of　Freedom”という標題の米国
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特許出願第１０／１２１，２８３号に記載されており、この文献の開示は、その全体を参
照することにより本明細書に組み込まれる。さらに、少なくとも１つの実施形態では、器
具５１１は、単独で又はマニピュレータアーム５００との組合せのいずれかで、マニピュ
レータアーム５００の自由度に追加されるような追加の運動学的な自由度を有している。
例えば、器具５１１は、エンドエフェクタの位置を制御するための関節を有してもよい。
いくつかの例では、マニピュレータアーム５００の運動学的な自由度と器具の運動学的な
自由度とを組み合わせる場合であっても、エンドエフェクタの位置を完全に制御できない
ことがある。これは、例えば器具５１１の関節によって、マニピュレータアーム５００に
より既に提供される自由度に対して冗長である運動学的な自由度を単に追加しているだけ
である。いくつかの実施形態では、器具５１１は、器具５１１を作動させるための追加の
作動自由度（例えば、吸引又は洗浄のオン／オフ、クランプの作動、ステープルでの組織
との係合等）を有してもよい。
【００５９】
　器具５１１の制御を容易にするために、マスター制御入力装置７００は、１つ以上のア
クチュエータ又はモータと、いくつかの実施形態では、マスター制御入力装置７００の複
数の関節のそれぞれについてのセンサとを含んでもよい。入力装置７００のモータ及びセ
ンサは、マニピュレータアーム（例えば、図５のアーム５００）に関連付けられたモータ
及びセンサに作動可能にリンク付けすることができ、例えば、外科医コンソール１６、電
子機器カート２４、及び／又は患者側カート２２、及び／又はＭＩＲＳシステム１０（図
１）の任意の他の要素に配置された制御システムを介してその上（例えば、図５の器具５
１１）に取り付けられた手術用器具に作動可能にリンク付けすることができる。制御シス
テムは、マスター制御装置の入力と、応答性ロボットアームや手術用器具の出力との間の
効果的な制御や、或いは例えば力フィードバックの場合に、ロボットアームや手術用器具
の入力と、応答性マスター制御の出力との間の効果的な制御を行うための、１つ以上のプ
ロセッサを含んでもよい。
【００６０】
　図７Ｂは、一実施形態によるジンバル又は手関節７２０の斜視図である。この実施形態
によれば、ジンバル又は手関節７２０によって、３つの軸線、第１軸線、第２軸線、及び
第３軸線の回りに作動可能なハンドル７２２の回転を可能にする。より具体的には、ハン
ドル７２２は、第１の旋回関節７２６によって第１のエルボ形状リンク７２４に結合され
る。第１リンク７２４は、第２の旋回関節７３０によって、第２のエルボ形状リンク７２
８に結合される。第２リンク７２８は、第３の旋回関節７３４によって第３のエルボ形状
リンク７３２に旋回可能に結合される。ジンバル又は手関節７２０は、第４軸線において
（図７Ａに示されるように）多関節アーム７４０に取り付けてもよく、それによって、ジ
ンバル又は手関節７２０は、第４軸線の周りに角度変位させることができる。このような
リンクや関節によって、ジンバル又は手関節７２０は、制御入力装置７００に多数の自由
度を提供することができ、且つエンドエフェクタの自由度の１つ以上を制御するように作
動可能である。
【００６１】
　いくつかの実施形態では、ハンドル７２２は、ツール又はエンドエフェクタを作動する
ための把持部材７２３のペアを含んでもよい。例えば、把持部材７２３を開閉することに
より、エンドエフェクタ６０６（図６）の顎部６０８は、同様に開閉することができる。
他の実施形態では、ハンドル７２２の及び／又は外科医コンソール１６の他の要素の１つ
以上の入力要素は、器具２６の位置を制御するための自由度以外の器具５１１の１つ以上
の自由度で作動させるように操作可能である。例えば、外科医コンソール１６は、真空圧
を形成するために起動・非起動するように制御システムに接続されたフットペダルを含ん
でもよい。
【００６２】
　いくつかの実施形態では、ジンバル又は手関節７２０の関節は、例えば電気モータ等の
アクチュエータに作動可能に接続されており、例えば、力フィードバック、重力補償、及
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び／又は同様のものを提供する。また、エンコーダ、ポテンショメータ等のセンサは、ジ
ンバル又は手関節７２０の関節位置が制御システムによって決定されるのを可能にするよ
うに、ジンバル又は手関節７２０の各関節上に又は各関節に近接させて位置付けてもよい
。
【００６３】
　図７Ｃは、一実施形態による多関節アーム７４０の斜視図である。この実施形態によれ
ば、多関節アーム７４０によって、３つの軸線、Ａ軸線、Ｂ軸線、及びＣ軸線の回りにジ
ンバル又は手関節７２０の回転を可能にする（図７Ｂ）。より具体的には、ジンバル又は
手関節７２０は、図７Ｂを参照して以前説明したように、第４軸線においてアーム７４０
に取り付けてもよい。ジンバル又は手関節７２０は、第１リンク７４２に結合されており
、第１リンク７４２は、第１の旋回関節７４６によって第２リンク７４４に旋回可能に結
合される。第２リンク７４４は、第２の旋回関節７５０によって第３リンク７４８に旋回
可能に結合される。第３リンク７４８は、第３の旋回関節７５２によって外科医コンソー
ル１６（図１）に旋回可能に結合される。このようなリンク及び関節によって、多関節ア
ーム７４０は、制御入力装置７００について多数の運動学的な自由度を提供することがで
き、且つマニピュレータ・アセンブリの運動学的な自由度の１つ以上を制御するように作
動可能であり、それにより器具（例えば、図５の器具５１１）の位置を制御する。
【００６４】
　いくつかの実施形態では、多関節アーム７４０の関節は、例えば電動モータ等のアクチ
ュエータに作動可能に接続されており、例えば、力フィードバック、重力補償、及び／又
は同様のものを提供する。また、エンコーダ、ポテンショメータ等のセンサは、多関節ア
ーム７４０の関節位置が制御システムによって決定されるのを可能にするように、関節ア
ーム７４０の各関節上に又は各関節に近接させて位置付けることができる。
【００６５】
　特定の実施形態における入力装置７００は、外科医又は他のオペレータからの入力を受
け取るための装置であり、ジンバル又は手関節７２０、及び多関節アーム７４０等の様々
な構成要素を含む。もっとも、当業者によって理解されるように、入力装置は、図７Ａ～
図７Ｃに示されるよりも少ない又はより多い数の構成要素を有することにより、同様に良
好に操作することができる。従って、図７Ａ～図７Ｃに示される入力装置７００は、本質
的に例示として捉えるべきであり、本開示の範囲を制限するものではないことに注意する
必要がある。
【００６６】
　図８は、数学モデルの自由度よりも少ない自由度を有するような機械本体を制御するた
めの簡略化システム８００を示すブロック図である。システム８００は、情報ソース８１
０と、運動学モデル８２２を有する運動学プロセッサ８２０と、１つ以上のアクチュエー
タ８３０と、機械本体８４０とを含む。
【００６７】
　情報ソース８１０は、機械本体の位置を制御するための制御情報８１２の適切な情報源
とすることができる。一実施形態では、情報ソース８１０は、外科医コンソール１６（図
１）、入力制御装置３６（図２）及び／又はマスター制御入力装置７００（図７Ａ～図７
Ｃ）等の入力装置である。このような実施形態では、制御情報８１２は、Ｎ個の自由度を
有する機械本体の所望の位置とすることができる。一実施形態では、Ｎ個の自由度は、機
械本体の位置を完全に規定するのに必要な数の自由度であり、すなわち、独立して制御可
能な３つの並進及び独立して制御可能な３つの回転である。従って、情報ソース８１０か
らの出力は、機械本体の位置を完全に制御するためのパラメータを含むことができる。一
実施形態では、Ｎ個の自由度は、機械本体の位置を完全に規定するには不十分である。例
えば、Ｎ個の自由度は、機械本体の３つの並進及び３つの回転の全てを独立して制御する
には不十分である。従って、情報ソース８１０からの出力は、機械本体の位置を完全に制
御するために不十分なパラメータを含むことがある。さらに別の実施形態では、Ｎ個の自
由度は、機械本体の位置を規定しない（すなわち、非運動学的な自由度である）ような１
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つ以上の自由度を含んでもよい。例えば、Ｎ個の自由度は、真空圧を形成する等の器具を
作動させるための１つ以上の自由度を含んでもよい。従って、情報ソース８１０からの出
力は、機械本体の非運動学的な特性を制御するためのパラメータを含むことがある。これ
らは、真空圧による吸引に限定されるものではなく、追加的に又は代替的に、洗浄、通電
（例えば、焼灼）、（例えば、単一のブレードやハサミ等の複数のブレードを使用する）
切断、（例えば、はさみ、指等を使用する）把持を含む。
【００６８】
　いくつかの実施形態では、情報ソース８１０が入力装置である場合に、入力装置自体が
、Ｎ個の自由度を有しており、それによって、少なくともいくつかの例では、入力装置の
各自由度は、機械本体の自由度に対応することができる。例えば、入力装置のロールは、
機械本体の所望のロールに対応しており、或いは入力装置のピッチは、機械本体の所望の
ピッチに対応することができる。他の実施形態では、入力装置は、機械本体より多い又は
より少ない数の自由度を有してもよい。例えば、入力装置は、１つ以上の冗長自由度を有
することがあるのに対して、機械本体は、冗長自由度を有しないことがある。別の例では
、機械本体は、１つ以上の冗長自由度を有することがあるのに対し、入力装置は、冗長自
由度を有しないことがある。
【００６９】
　入力装置は、Ｎ個の自由度を有する機械本体の所望の位置を示す出力を提供するが、入
力装置によって制御される機械本体８４０は、機械本体の位置を完全に規定するために必
要な自由度の少なくとも１つを欠いている。例えば、機械本体８４０は、ロール、ヨー及
び／又はピッチの自由度を欠くことがあり、及び／又は、上／下、左／右、及び／又は前
方／後方への並進自由度を欠くことがある。Ｎが、機械本体の位置を制御するための自由
度の数を表す場合には、Ｍは、機械本体が欠いている、位置に関する自由度の数を表して
おり、次に一実施形態では、機械本体は、Ｎ－Ｍの自由度を有している。例えば、Ｎは６
に等しく、機械本体の３つの全ての並進及び３つの全ての回転に対応しており、ここで、
Ｍは、機械本体のロールに対応する１つの自由度を表す。もっとも、他の実施形態では、
機械本体は、機械本体が冗長自由度を含む場合には、Ｎ個の自由度又はＮ個の自由度より
多い自由度を有することができるが、依然として、機械本体の位置を完全に規定するのに
必要な少なくとも１つの自由度を欠いている。
【００７０】
　他の実施形態では、情報ソース８１０は、外科医コンソール等の入力装置ではなく、む
しろツール位置測定装置である。この場合には、運動学的ブロック８２０は、制御装置で
はなく、むしろ関節位置推定装置である。例えば、ツール位置測定装置は、ツールアセン
ブリ２６の長さをツールアセンブリ２６の自由端に延ばすような光ファイバや、マニピュ
レータ・アセンブリの関節に近接して配置された電磁センサ、又はマニピュレータ・アセ
ンブリの関節の位置を測定するように作動可能である他のセンサ又は撮像装置を含むこと
ができる。多くの実施形態では、ツール位置測定装置は、ツールの動きと干渉しないよう
に、十分に小さく且つ軽量である。ツール位置測定装置が光ファイバを含む実施形態では
、光ファイバの特性（例えば、屈折率）は、関節位置の変化の結果として変更される場合
がある。光ファイバセンサのいくつかの例は、（２００６年７月２０日に出願された）La
rkin等による”Robotic　Surgery　System　Including　Position　Sensors　Using　Fib
er　Bragg　Gratings”という標題の米国特許出願公開第２００７／０１５６，０１９号
明細書、及び（２００８年６月３０日に出願された）Giuseppe　M.　Priscoによる”Fibe
r　optic　shape　sensor”という標題の米国特許出願第１２／１６４，８２９号に記載
されており、これら両文献は、全ての目的のためにその全体を参照することにより本明細
書に組み込まれる。ツール位置測定装置は、次に、光ファイバの変更された特性に基づい
て、ツールチップの位置（例えば、ツールアセンブリ２６の自由端部）を決定するように
作動可能である。ツール位置測定装置は、ツールの位置を多数の自由度で測定するように
さらに作動可能である。例えば、ツール位置測定装置は、ツールの１つ、２つ、又は３つ
の並進位置（例えば、ｘ，ｙ，ｚの位置）、及び／又はツールの１つ、２つ、又は３つの
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方向位置（例えば、ピッチ、ヨー、ロール）を測定することができる。少なくとも１つの
実施形態では、ツール位置測定装置は、ツールの１つ以上の自由度の位置を測定するには
作動不能となり得る。例えば、ツール位置測定装置が、光ファイバを含んでおり且つ光フ
ァイバの特性の変化に基づいてチップ位置を推定する場合に、ツール位置測定装置は、ツ
ールのロール運動を決定するのが困難になる。情報ソース８１０がツール位置測定装置で
ある場合の実施形態では、制御情報８１２は、ツールチップの自由度の測定位置を示す測
定情報とすることができる。
【００７１】
　いくつかの実施形態では、ツール位置測定装置は、マニピュレータ・アセンブリの自由
度よりも少ない、等しい、又はより多い数のツールの複数の自由度の位置を測定するよう
に作動可能である。多くの実施形態では、情報ソースが入力装置である場合について既に
説明したように、機械本体は、機械本体の位置を完全に規定するために不十分であるＮ個
の自由度を有しており、非運動学的な自由度を含んでもよく、冗長自由度等を含んでもよ
い。
【００７２】
　情報ソース８１０からの出力は、情報ソース８１０が入力装置又はツール位置測定装置
であるかに関係なく、運動学プロセッサ８２０においてＮ個の自由度の機械本体の運動学
モデル８２２に適用される。運動学プロセッサ８２０は、外科医コンソール１６、電子機
器カート２４、及び／又は患者側カート２２等のＭＩＲＳシステム１０（図１）の任意の
適切な構成要素、ツールアセンブリ２６、マニピュレータ・アセンブリ、及び／又は図７
Ａを参照して説明した制御システムに設けることができる。
【００７３】
　情報ソース８１０が入力装置である場合の実施形態では、運動学モデル８２２は、所望
の制御が入力装置から出力されるようなＮ個の自由度に対応するＮ個の自由度を有する機
械本体のモデルとすることができる。例えば、入力装置は、機械本体の３つの並進及び３
つの回転を制御するためのパラメータ等の、機械本体の位置を完全に制御するためのパラ
メータを出力することができる。運動学モデル８２２は、次に、３つの並進及び３つの回
転を有する機械本体の運動学モデルとすることができる。いくつかの実施形態では、機械
本体の位置を規定しないような１つ以上の自由度が、モデル化され、そうでなければ運動
学モデル８２２とは別に制御することができる。それにも拘わらず、殆どの実施形態では
、運動学モデル８２２は、機械本体８４０において１つ以上の自由度を欠いているような
数学的表現を含む。例えば、機械本体８４０は、機械本体８４０のロールを制御するため
の自由度を欠いている。もっとも、運動学モデル８２２は、機械本体のロールを制御する
ための自由度を有する機械本体のモデルであってもよく、入力装置８１０は、機械本体の
ロールの所望の制御を示すような情報を出力することができる。
【００７４】
　情報ソース８１０がツール位置測定装置である場合の実施形態では、運動学モデル８２
２は、関節の推定値（すなわち、機械本体８４０の自由度に対応する関節位置の推定値）
が生成されるような機械本体のモデルとすることができる。例えば、ツール位置計測装置
がＮ個の自由度の測定値のみを提供するような関節推定手法が使用される場合に、次に、
運動学モデル８２２は、少なくともＮ個の自由度を有しており、機械本体は、（Ｎ－Ｍ）
個の自由度等を有する。もっとも、他の実施形態では、機械本体は、Ｎ個の自由度より多
い自由度を有してもよく、マニピュレータ・アセンブリは、複数の部品に論理的に分離す
ることができ、ここで、各部品は、Ｎ個の関節又は運動学的な自由度だけを有するが、ツ
ール位置測定装置は、各部品の端部の位置及び方向を測定するのに使用される。
【００７５】
　情報ソース８１０からの制御情報８１２を運動学プロセッサ８２０に適用した結果とし
て、１つ以上の個々の制御出力８２４が、運動学プロセッサ８２０によって生成され、１
つ以上のアクチュエータ８３０に伝達されて、機械本体８４０の１つ以上の自由度の制御
に影響を及ぼすように作動可能になる。生成され且つアクチュエータ８３０に伝達された
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個々の制御出力８２４の数は、運動学プロセッサ８２０によって生成された個々の制御出
力８２４の総数より少ない数である。つまり、アクチュエータ８３０に伝達された個々の
制御出力８２４は、機械本体８４０が欠いている自由度（複数可）を制御するための情報
を含んでいない。例えば、運動学モデル８２２は、機械本体の位置を完全に規定するため
の自由度を有する機械本体をモデル化することができ、これらの全ての自由度を制御する
ための出力を計算することができる。しかしながら、実際に制御される機械本体（すなわ
ち、機械本体８４０）が、運動学モデル８２２によってモデル化された全ての自由度を有
していない場合に、これらの計算された出力のサブセットのみが使用される。従って、ア
クチュエータ８３０に伝達された個々の制御出力８２４は、運動学モデル８２２を使用し
て生成される可能な指令のサブセットのみとなる。
【００７６】
　情報ソース８１０が入力装置である場合の実施形態では、個々の制御出力８２４は、機
械本体８４０の自由度の所望の位置を示すような情報を含むことができる。例えば、個々
の制御出力８２４は、機械本体８４０の１つの自由度に関連する関節の所望の位置（例え
ば、角度）を示すことができる。
【００７７】
　情報ソース８１０がツール位置測定装置である場合の実施形態では、個々の制御出力８
２４は、機械本体８４０の自由度の実際の位置を示すような情報を含むことができる。例
えば、個々の制御出力８２４は、機械本体８４０の１つの自由度に関連する関節の実際の
位置（例えば、角度）を示すことができる。
【００７８】
　個々の制御出力８２４は、機械本体８４０の自由度の少なくともいくつかを制御するた
めの１つ以上のアクチュエータ８３０によって受信される。例えば、アクチュエータ８３
０は、例えば図５を参照して以前説明したように、機械本体８４０の関節を作動させるよ
うな電気モータ等とすることができる。一実施形態によれば、各アクチュエータは、機械
本体８４０の対応する自由度を制御するように作動可能である。もっとも、他の実施形態
では、１つのアクチュエータは、機械本体８４０の自由度より多い又はより少ない自由度
を制御するように作動可能である。
【００７９】
　機械本体８４０は、少なくとも１つの自由度を有する任意の適切な機械本体とすること
ができる。例えば、機械本体は、ロボット・マニピュレータアーム（例えば、図４を参照
して説明したマニピュレータアーム１００又は図５を参照して説明したマニピュレータア
ーム５００）、及び／又は手術用器具（例えば、図１を参照して説明した器具２６又は図
５を参照して説明した機器５１１）とすることができる。いくつかの実施形態では、機械
本体は、マニピュレータアームと手術用器具との両方の運動学的態様を含んでもよい。
【００８０】
　前述したように、様々な実施形態は、入力装置であるような情報ソース８１０を組み込
んでおり、それによって、運動学プロセッサ８２０は、機械本体８４０の関節の所望の位
置を出力する。他の実施形態は、ツール位置測定装置であるような情報ソース８１０を組
み込んでおり、それによって、運動学プロセッサ８２０は、機械本体８４０の関節の実際
の位置を出力する。さらに他の実施形態では、システムは、入力装置とツール位置測定装
置とを両方とも含んでおり、この入力装置は、運動学モデル及びこの入力装置に特有の制
御装置（すなわち、運動学プロセッサの一種）に所望の位置を提供しており、このツール
位置測定装置は、運動学モデル及びこのツール位置測定装置に特有の推定装置（すなわち
、運動学プロセッサの一種）にツールチップ位置情報を提供する。このような場合に、ツ
ールチップ位置測定装置によって使用される運動学モデルは、入力装置によって使用され
る運動学モデルとは異なっていてもよい。さらに、各運動学モデルの出力、すなわち、マ
ニピュレータ・アセンブリの関節の所望の位置及び実際の位置は、各関節モータに適用さ
れる実際のトルク量を計算するために一緒に使用されることがある。ツール位置測定装置
が設けられていない場合の実施形態では、システムは、推定された関節位置を取得して、
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入力装置を使用してトルク量を生成するときに、これら関節位置を所望の位置出力に結び
付けることができる。これらの更なる実施形態のいくつかは、図９を参照して説明する。
【００８１】
　特定の実施形態における８００システムは、機械本体を制御するための簡略化されたシ
ステムであり、入力装置８１０、運動学プロセッサ８２０、アクチュエータ（複数可）８
３０、及び機械本体８４０等の様々な構成要素を含む。もっとも、当業者によって理解さ
れるように、システムは、図８に示されるよりも少ない又はより多い数の構成要素を有す
ることにより、同様に良好に操作することができる。従って、図８に示されるシステム８
００は、本質的に例示として捉えるべきであり、本開示の範囲を制限するものではないこ
とに注意する必要がある。
【００８２】
　図９は、一実施形態によるアクチュエータ８３０のブロック図である。アクチュエータ
８３０は、関節制御装置８３２と、モータ８３４とを含んでおり、ここで、関節制御装置
８３２は、モータ８３４を制御するためのトルクコマンド８３６を生成するように作動可
能にされる。モータ８３４は、マニピュレータ・アセンブリの自由度を制御するためにマ
ニピュレータ・アセンブリの１つ以上の関節に結合される。この実施形態では、アクチュ
エータ８３０は、自由度（Ｘ）を制御するように作動可能である。
【００８３】
　トルクコマンド８３６を生成するために、関節制御装置８３４は、自由度（Ｘ）の所望
の位置８２４Ａを受信する。所望の位置は、外科医コンソール等の入力装置から受信する
ことができる。例えば、所望の位置８２４は、情報ソース８１０が入力装置である場合に
、運動学プロセッサ８２０（図８）によって生成することができる。従って、所望の位置
８２４Ａは、入力装置から伝達された制御情報を運動学モデル８２２に適用するとともに
、個々の制御出力８２４のサブセットのうちの１つのみを所望の位置８２４Ａとして使用
することによって、生成することができる。
【００８４】
　トルクコマンド８３６を生成するために、関節制御装置８３４は、自由度（Ｘ）の実際
の位置８２４Ｂを受信する。実際の位置は、多数の技術のうちの１つ以上を使用して生成
することができる。一実施形態では、実際の位置は、各関節のモータに使用されるエンコ
ーダに基づいて決定することができる。他の実施形態では、実際の位置は、マニピュレー
タ・アセンブリの端部（例えば、ツールチップ）の位置（例えば、位置及び／又は向き）
、及び逆運動学を適用することにより計算することができる。マニピュレータ・アセンブ
リの端部の位置を感知するためのセンサ装置は、ツールチップに一端が固定された状態で
マニピュレータ・アセンブリの長さに沿って配置された光ファイバを含んでおり、そして
、関節位置の変化により、光ファイバの特性（例えば、屈折率）に変化が生じる。別の実
施形態では、センサ装置は、マニピュレータ・アセンブリの終点（エンドポイント）に取
り付けられた１つ以上の電磁センサを含んでおり、それによって、チップ位置での任意の
変化を、電磁場発生器により測定することができる。例えば、図８を参照して、情報ソー
ス８１０は、ツールチップ位置を決定するように作動可能な感知装置であり、ツールチッ
プ測定位置を運動学モデル８２２に適用することによって、個々の制御出力８２４のサブ
セットの１つが、実際の位置８２４Ｂとして使用される。
【００８５】
　ＤＯＦ（Ｘ）の所望の位置と実際の位置との両方を受信すると、関節制御装置８３２は
、その実際の（すなわち、現在の）位置から所望の位置に移動させるような自由度を有す
るようにモータトルクの適切な量を決定することができる。関節制御装置８３２は、次に
、このトルク量を示すトルクコマンド８３６をモータ８３４に送信する。
【００８６】
　図１０Ａは、第１の実施形態による入力装置を用いて、マニピュレータ・アセンブリを
制御するための簡略化したシステムを示すブロック図である。システム１０００は、入力
装置１０１０と、制御装置１０２０と、マニピュレータ・アセンブリ１０３０とを含む。
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入力装置１０１０は、図８を参照して説明した情報ソース８１０と同様のものとすること
ができ、制御装置１０２０は、図８を参照して説明した運動学プロセッサ８２０と同様の
ものとすることができ、マニピュレータ・アセンブリ１０３０は、図８を参照して説明し
たアクチュエータ及び機械本体８４０と同様のものとすることができる。一実施形態では
、マニピュレータ・アセンブリ１０３０は、マニピュレータ（例えば、マニピュレータ５
００）及び／又はツール（例えば、ツール５１１）を含む。マニピュレータ・アセンブリ
１０３０は、マニピュレータの１つ以上の運動学的な自由度を有しており、いくつかの実
施形態では、追加的に又は代替的に、１つ以上の作動自由度を有している。さらに、マニ
ピュレータ・アセンブリ１０３０は、１つ以上のエンドエフェクタ（すなわち、より一般
的には、制御フレーム）の位置を制御するように作動可能である。例えば、エンドエフェ
クタは、マニピュレータ・アセンブリ１０３０の一部であるツールのチップや、ツール等
のシャフトの途中までに、規定することができる。エンドエフェクタは、マニピュレータ
の自由度と同じ又は異なる数の自由度を有する。
【００８７】
　図１０Ａに示した実施形態によれば、入力装置１０１０及び制御装置１０２０は、マニ
ピュレータ・アセンブリ１０３０が実際に有するよりも多い数のマニピュレータの運動学
的な自由度（すなわち、マニピュレータ・アセンブリ１０３０の自由度）を制御するよう
に作動可能である。例えば、入力装置１０１０は、独立して制御可能な３つの回転自由度
と独立して制御可能な３つの並進自由度とを含むような６つの運動学的な自由度１０１２
を有している。入力装置１０１０は、入力装置１０１０の位置に対応するような、又はそ
うでなければマニピュレータ・アセンブリ１０３０に関連するエンドエフェクタの所望の
位置を示すようなパラメータ又は他の情報を出力する。
【００８８】
　入力装置１０１０からの出力は、制御装置１０２０によって受信され且つ処理されて、
マニピュレータ・アセンブリ１０３０を制御するための指令（例えば、マニピュレータ・
アセンブリ１０３０の関節に関連するモータを制御するための指令）を提供する。この実
施形態では、制御装置１０２０は、エンドエフェクタの独立して制御可能な３つの回転自
由度及び独立して制御可能な３つの並進自由度を制御するための、６つの運動学的な自由
度を有するマニピュレータ・アセンブリの運動学モデル１０２２を含む。
【００８９】
　入力装置１０１０からの出力を運動学モデル１０２２に適用することにより得られる結
果のサブセットは、次に、マニピュレータ・アセンブリ１０３０を制御するために使用さ
れる。例えば、この結果のサブセットは、マニピュレータ・アセンブリ１０３０の関節に
関連する１つ以上のアクチュエータに伝達される。この実施形態におけるマニピュレータ
・アセンブリ１０３０は、４つの運動学的な自由運度を有する。マニピュレータ・アセン
ブリ１０３０は、こうして、２つの運動学的な自由度を欠いている。例えば、マニピュレ
ータ・アセンブリ１０３０は、ヨー及びピッチ運動に対応する自由度を欠いており、又は
２つの並進運動に対応する自由度を欠いていることがある。従って、サブセットは、マニ
ピュレータ・アセンブリ１０３０の構成に使用されるようなこれらの自由度のみを制御す
るための指令を含む。この場合に、指令は、マニピュレータ・アセンブリ１０３０の関節
の所望の位置を示すものであり、マニピュレータ・アセンブリ１０３０の関節の実際の位
置を示す情報と組み合わせることができる。この組合せを使用して、適切なトルクを決定
し、関節モータに適用することができる。
【００９０】
　他の実施形態では、入力装置及び運動学モデルは、６つの運動学的な自由度を有してな
い場合があり、エンドエフェクタは、４つの運動学的な自由度を有していない場合がある
。むしろ、入力装置及び運動学モデルは、マニピュレータ・アセンブリに配備されるより
も多い数の自由度を制御するように構成することができる。例えば、入力装置１０１０及
び制御装置１０２０は、５つの運動学的な自由度を制御するように構成することができる
のに対し、マニピュレータ・アセンブリは、１～４の運動学的な自由度を有することがで
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きる。
【００９１】
　図１０Ｂは、第２の実施形態による入力装置を使用して、マニピュレータ・アセンブリ
を制御するための簡略化したシステム１００１を示すブロック図である。システム１００
１は、図１０Ａを参照して説明したのと同様の、入力装置１０１０と、制御装置１０２０
と、マニピュレータ・アセンブリ１０３０とを含む。
【００９２】
　この実施形態によれば、入力装置１０１０及び制御装置１０２０は、図１０Ａを参照し
て説明した実施形態と同様に、マニピュレータ・アセンブリ１０３０が有するよりも多い
数の運動学的な自由度を制御するように作動可能である。さらに、入力装置１０１０は、
マニピュレータ・アセンブリ１０３０の非運動学的な自由度を作動させことができる。例
えば、入力装置１０１０は、マニピュレータ・アセンブリ１０３０に関連する真空圧力を
作動させることができる。
【００９３】
　従って、この実施形態では、入力装置１０１０は、６つの運動学的な自由度１０１２だ
けでなく、少なくとも１つの作動自由度１０１４を含んでおり、ここで、作動自由度は、
非運動学的な自由度を意味する。一実施形態では、作動自由度は、１つ以上の把持部材７
２３（図７Ｂ）等の入力装置１０１０上の要素を介して作動させることができる。入力装
置１０１０は、６つの運動学的な自由度を介して、次に、入力装置１０１０の位置に対応
するような、又はそうでなければマニピュレータ・アセンブリ１０３０に関連するエンド
エフェクタの所望の位置を示すようなパラメータ又は他の情報を出力する。また、入力装
置１０１０は、１つの作動自由度を介して、マニピュレータ・アセンブリ１０３０、或い
はマニピュレータ・アセンブリ１０３０に又はこのアセンブリ１０３０の一部に結合され
たツールの機能（例えば、真空装置、１つ以上のはさみ／指等を作動させる）を作動させ
るためのパラメータ又は他の情報を出力することができる。
【００９４】
　入力装置１０１０からの出力は、制御装置１０２０によって受信され且つ処理されて、
マニピュレータ・アセンブリ１０３０を制御するための指令を提供する。この実施形態で
は、制御装置１０２０は、図１０Ａを参照して説明したのと同様の、６つの運動学的な自
由度を有するようなマニピュレータ・アセンブリの運動学モデル１０２２を含む。さらに
、制御装置１０２０は、作動自由度１０１４に関する入力装置１０１０からの出力を処理
するとともに、この出力を使用してマニピュレータ・アセンブリ１０３０の機能を作動さ
せることができるような作動制御装置１０２４も含む。
【００９５】
　入力装置１０１０からの出力を運動学モデル１０２２に適用することにより得られた結
果のサブセットは、次に、図１０Ａを参照して説明したのと同様に、マニピュレータ・ア
センブリ１０３０を制御するために使用される。さらに、入力装置１０１０からの作動出
力を作動制御装置１０２４に適用することにより得られる結果は、マニピュレータ・アセ
ンブリ１０３０の作動（マニピュレータ・アセンブリ１０３０に又はこのアセンブリ１０
３０の一部に結合されたツールの作動）を制御するために使用することができる。図１０
Ａを参照して説明したように、他の実施形態では、入力装置及び運動学モデルは、６つの
運動学的な自由度を有していない場合があり、エンドエフェクタは、４つの運動学的な自
由度を有していない場合がある。さらに、いくつかの実施形態では、入力装置１０１０は
、複数の作動自由度を含んでもよく、作動制御装置１０２４は、入力装置１０１０からの
複数の作動自由度についての出力を処理するように作動可能であり、マニピュレータ・ア
センブリ１０３０は、マニピュレータ・アセンブリ１０３０の制御とは別に、入力装置１
０１０によって制御されるような対応する数の作動自由度を有してもよい。
【００９６】
　図１０Ｃは、第３の実施形態による入力装置を使用して、マニピュレータ・アセンブリ
を制御するための簡略化したシステム１００２を示すブロック図である。システム１００
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２は、図１０Ａを参照して説明したものと同様の、入力装置１０１０と、制御装置１０２
０と、マニピュレータ・アセンブリ１０３０とを含む。
【００９７】
　この実施形態によれば、マニピュレータ・アセンブリ１０３０は、少なくとも１つのゼ
ロ空間の自由度（例えば、３つのゼロ空間の自由度）を含むような多数の運動学的な自由
度（例えば、８）を有しているが、依然としてマニピュレータ・アセンブリ１０３０に関
連するエンドエフェクタの位置を完全に規定するために必要な自由度のうちの少なくとも
１つを欠いている。例えば、マニピュレータ・アセンブリ１０３０は、冗長自由度を含む
８つの運動学的な自由度を含んでいるが、依然として、少なくとも１つの独立して制御可
能な回転自由度又は並進自由度を欠いている。
【００９８】
　なお、マニピュレータ・アセンブリのゼロ空間の自由度が本明細書で説明される場合に
、制御フレームは、マニピュレータ・アセンブリ上に位置している（例えば、制御フレー
ムは、ツールチップに位置している）と想定されることを認識すべきである。もっとも、
実施形態は、このようなケースに限定されるものではなく、こうして、マニピュレータ・
アセンブリのゼロ空間の自由度が説明される場合に、実施形態は、代替的に、ヤコビアン
のゼロ空間の自由度を含む。ここで、ヤコビアンは、患者の組織や、ツールチップから一
定距離等での、適宜に規定される位置を有するマニピュレータ・アセンブリ及び制御フレ
ームに関連している。
【００９９】
　入力装置１０１０は、図１０Ａを参照して説明したものと同様に、６つの運動学的な自
由度１０１２を含む。制御装置１０２０は、次に、入力装置１０１０からの出力を９つの
運動学的な自由度を含む運動学モデル１０２６に適用することにより、入力装置１０１０
からの出力を処理するように作動可能であり、この９つの運動学的な自由度は、図１０Ａ
を参照して説明したような６つの運動学的な自由度だけでなく、３つのゼロ空間の自由度
を含む。こうして、制御装置１０２０は、マニピュレータ・アセンブリ１０３０が、９つ
の運動学的な自由度を含む（その内、３つのゼロ空間の自由度を含む）ような仮定で出力
を生成することができる。もっとも、マニピュレータ・アセンブリ１０３０は、８つの運
動学的な自由度のみを有しているので、制御装置１０２０は、マニピュレータ・アセンブ
リ１０３０の欠落している運動学的な自由度に対応する出力を提供しない。むしろ、制御
装置１０２０は、マニピュレータ・アセンブリ１０３０の８つの運動学的な自由度を制御
するための指令を出力する。
【０１００】
　図１０Ｄは、第４の実施形態による入力装置を使用して、マニピュレータ・アセンブリ
を制御するための簡略化したシステム１００３を示すブロック図である。システム１００
３は、図１０Ａを参照して説明したものと同様の、入力装置１０１０と、制御装置１０２
０と、マニピュレータ・アセンブリ１０３０とを含む。
【０１０１】
　この実施形態によれば、入力装置１０１０は、１つ以上のゼロ空間の自由度を含んでい
るのに対して、マニピュレータ・アセンブリ１０３０は、ゼロ空間の自由度を何ら含んで
おらず、入力装置１０１０よりも少ない運動学的な自由度を含んでいる。他の実施形態で
は、マニピュレータ・アセンブリ１０３０は、入力装置１０１０と同じ又はより多い数の
ゼロ空間の自由度を含んでもよい。
【０１０２】
　従って、この実施形態では、入力装置１０１０は、７つの運動学的な自由度１０１６を
含む（その内、１つのゼロ空間の自由度を含む）ような多数の自由度を含む。入力装置１
０１０からの出力は、次に、処理され、最終的に制御装置１０２０に供給され、ここで、
制御装置１０２０は、５つの自由度を有するマニピュレータ・アセンブリの運動学モデル
を含むことができる。制御装置１０２０は、次に、入力装置１０１０からの出力を運動学
モデル１０２８に適用し、次に、図１０Ａを参照して説明したのと同様に、この結果のサ
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ブセットを使用して、マニピュレータ・アセンブリ１０３０を制御することができる。
【０１０３】
　この実施形態では、マニピュレータ・アセンブリ１０３０は、４つの運動学的な自由度
１０３２を含む。もっとも、他の実施形態では、マニピュレータ・アセンブリ１０３０は
、４つの運動学的な自由度よりも少ない自由度を含んでもよい。また、入力装置１０１０
が、１つのゼロ空間の自由度を有するものとして説明される限り、入力装置１０１０は、
複数のゼロ空間の自由度を有してもよい。例えば、入力装置１０１０は、２つ、３つ、又
は４つのゼロ空間の自由度を有してもよい。
【０１０４】
　特定の実施形態におけるシステム１０００，１００１，１００２，１００３は、入力装
置を使用してエンドエフェクタを制御するための簡略化されたシステムであり、入力装置
１０１０、制御装置１０２０、及びマニピュレータ・アセンブリ１０３０等の様々な構成
要素を含む。しかしながら、当業者によって理解されるように、これらのシステムは、図
１０Ａ～図１０Ｄに示されるよりも少ない又はより多い数の構成要素を有することにより
、同様に良好に操作することができる。例えば、いくつかの実施形態では、入力装置は、
１つ以上の運動学的な自由度に加えて、ゼロ空間の自由度と作動自由度との両方を有して
もよく、制御装置は、ゼロ空間の自由度と作動制御装置との両方を有してもよく、マニピ
ュレータ・アセンブリは、ゼロ空間の自由度と作動自由度との両方を有してもよい。従っ
て、図１０Ａ～図１０Ｄに示されるシステムは、本質的に例示として捉えるべきであり、
本開示の範囲を制限するものではないことに注意する必要がある。
【０１０５】
　図１１Ａは、第１の実施形態によるツール位置測定装置を使用して、マニピュレータ・
アセンブリを制御するための簡略化したシステム１１００を示すブロック図である。シス
テム１１００は、ツール位置測定装置１１１０と、関節推定装置１１２０と、マニピュレ
ータ・アセンブリ１１３０とを含む。
【０１０６】
　システム１１００の要素は、ツール位置測定装置１１１０が入力装置１０１０の代わり
に設けられており、且つ関節推定装置１１２０が制御装置の代わりに設けらていることを
除いて、システム１０００の同様にラベル付けされた要素と同様である。従って、システ
ム１０００に関する説明は、制御装置が、所望の位置情報を受信し且つ適用する代わりに
、関節推定装置が、位置測定情報受信し且つ適用するようなシステム１１００の場合を除
いて、システム１１００に同様に適用可能である。そして、所望の位置を生成する代わり
に、関節推定装置１１２０は、マニピュレータ・アセンブリの関節の実際の位置（例えば
、関節角度）を生成する。いくつかの実施形態では、実際の位置は、マニピュレータ・ア
センブリ１１３０の関節の所望の位置を示すような情報と組み合わせることができる。こ
の組合せを使用し、適切なトルクを決定して関節モータに適用することができる。
【０１０７】
　また、ツール位置測定装置１１００は、５つ以下のみの自由度を測定することができる
。この特定の実施形態では、ツール位置測定装置１１００は、５つの自由度を測定するよ
うに示されるが、もっとも、そのツール位置測定装置は、同様に、４つの自由度、３つの
自由度、又は３つ未満の自由度も測定し得る。そして、関節推定装置１１２０は、５つの
関節位置のみを生成するような５つの自由度の運動学モデル１１２２のみを使用する、こ
こで、５つの自由度のうちの４つが使用される（これら４つの自由度は、マニピュレータ
・アセンブリ１１３０の実際の関節に対応する）が、１つは廃棄される（マニピュレータ
・アセンブリ１１３０に対応する関節が存在しない）。いくつかの実施形態では、２つの
関節推定値がその後廃棄されるような６つのＤＯＦの運動学モデル１１２２が、使用され
、すなわち、５つ未満の運動学的なＤＯＦが使用される。
【０１０８】
　図１１Ｂは、第２の実施形態によるツール位置測定装置を使用して、マニピュレータ・
アセンブリを制御するための簡略化したシステム１１０２を示すブロック図である。シス
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テム１１０２は、ツール位置測定装置１１１０と、関節推定装置１１２０と、マニピュレ
ータ・アセンブリ１１３０とを含む。
【０１０９】
　システム１１０２の要素は、ツール位置測定装置１１１０が入力装置１０１０の代わり
に設けられており、且つ関節推定装置１１２０が制御装置の代わりに設けられていること
を除いて、システム１００２の同様にラベル付けされた要素と同様である。従って、シス
テム１００２に関する説明は、制御装置が、所望の位置情報を受信し且つ適用する代わり
に、関節推定装置が、位置測定情報受信し且つ適用するようなシステム１１０２の場合を
除いて、システム１１０２に同様に適用可能である。そして、所望の位置を生成する代わ
りに、関節推定装置１１２０は、マニピュレータ・アセンブリの関節の実際の位置（例え
ば、関節角度）を生成する。いくつかの実施形態では、実際の位置は、マニピュレータ・
アセンブリ１１３０の関節の所望の位置を示すような情報と組み合わせることができる。
この組合せを使用し、適切なトルクを決定して関節モータに適用することができる。
【０１１０】
　さらに、この特定の実施形態では、マニピュレータ・アセンブリは、複数のピッチ及び
ヨー関節を含むような８つの運動学的な自由度を有するものとして示されている。マニピ
ュレータ・アセンブリのいくつかの実施形態では、マニピュレータ・アセンブリは、複数
の部品に論理的に分離することができる。光ファイバが各部品の端部において位置及び向
きを測定するために使用されるような実施形態では、各部品は、ツール位置測定装置１１
１２（ａ），１１１２（ｂ）が５つの自由度を測定する際に、５つ以下の関節の自由度を
有する。これら部品は、それぞれ同じ又は異なる数の自由度を有する。例えば、この実施
形態では、マニピュレータ・アセンブリは、２つの部品に論理的に分離され、それぞれの
部品が、４つの自由度を有する。
【０１１１】
　少なくとも１つの実施形態では、各部品の関節の数は、関節を他の部品に組み込む前に
最大化してもよい。例えば、７つの自由度を有するマニピュレータ・アセンブリについて
、１つの部品が、５つの自由度（すなわち、最大数）を有してもよく、別の部品が、残り
の自由度、すなわち２つの自由度を有してもよい。別の例では、１２個の自由度を有する
マニピュレータ・アセンブリについて、２つの部品は、それぞれ５つの自由度を有してい
るが、３つめの部品は、２つの自由度のみを有している。いくつかの例では、１つ以上の
部品についての関節角度は、計算がより効率的である場合に、逆運動学よりもむしろ幾何
学を使用して計算してもよい。例えば、２以下の数の自由度を有する部品について関節推
定値を計算する場合に、逆運動学よりも幾何学を使用して、より効率的に計算してもよい
。
【０１１２】
　ツール位置測定装置１１１０は、マニピュレータ・アセンブリの各論理的な部品につい
ての位置を測定するように作動可能である。例えば、ツール位置測定装置１１１０は、第
１の部品のチップ位置と第２の部品のチップ位置とを測定することができる。各部品のチ
ップ位置は、同じ又は異なる数の自由度として測定され、ここで、測定された自由度は、
対応する部品の自由度より小さい、同じ、又はより多い自由度とすることができる。この
特定の例では、第１の部品のチップ位置は、５つの自由度１１１２（ａ）で測定され、第
２の部品のチップ位置は、同様に、５つの自由度１１１２（ｂ）で測定される。これらの
自由度は、必ずしも同じである必要はなく、いくつかの実施形態では、５未満の数であっ
てもよいことを認識されたい。
【０１１３】
　関節推定装置１１２０は、次に、マニピュレータ・アセンブリの各論理的な部品の運動
学モデルを含んでもよい。この実施形態では、関節推定装置１１２０は、第１の運動学モ
デル１１２６（ａ）と、第２の運動学モデル１１２６（ｂ）とを含む。第１の運動学モデ
ル１１２６（ａ）は、マニピュレータ・アセンブリ１１３０の第１の部品の運動学モデル
であり、第２の運動学モデル１１２６（ｂ）は、マニピュレータ・アセンブリ１１３０の
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第２の部品の運動学モデルである。各運動学モデルは、それぞれのマニピュレータ・アセ
ンブリ部品に対応するチップ測定からの出力を受け取る。例えば、第１の測定１１１２（
ａ）の出力は、第１の運動学モデル１１２６（ａ）に適用され、第２の測定１１１２（ｂ
）の出力は、第２の運動学モデル１１２６（ｂ）に適用される。第１の運動学モデル１１
２６（ａ）は、次に、マニピュレータ・アセンブリ１１３０の第１の部品の実際の位置を
出力するのに対して、第２の運動学モデル１１２６（ｂ）は、マニピュレータ・アセンブ
リ１１３０の第２の部品の実際の位置を出力する。
【０１１４】
　運動学モデル１１２６（ａ），１１２６（ｂ）のうちの少なくとも１つの自由度は、対
応するマニピュレータ・アセンブリ部品の自由度の実際の数よりも多くすることができる
ことは明らかである。この特定の実施形態では、必ずしも必要ではないが、両方の運動学
モデルは、それら対応するマニピュレータ・アセンブリ部品より多い数の自由度を有して
いる。すなわち、第１の運動学モデル１１２６（ａ）は、５つの自由度を有するのに対し
て、マニピュレータ・アセンブリ１１３０の第１の部品は、４つの自由度のみを有する、
及び同様のことが当てはまり、第２の運動学モデル１１２６（ｂ）は、５つの自由度を有
するのに対して、マニピュレータ・アセンブリ１１３０の第２の部品は、４つの自由度の
みを有する。この余分な自由度を使用して出力が生成されるが、本明細書で説明した他の
余分な運動学モデルの自由度と同様に、その後、マニピュレータ・アセンブリ部品の実際
の位置を決定するために使用されない。
【０１１５】
　図１１Ａ及び図１１Ｂを参照して説明したシステムは、説明目的のために同様であると
考慮され、図１０Ａ～図１０Ｄを参照して説明した実施形態は、マニピュレータ・アセン
ブリの関節の所望の位置を生成するためのシステムを対象としているのに対して、図１１
Ａ及び図１１Ｂを参照して説明した実施形態は、マニピュレータ・アセンブリの関節の実
際の位置を生成するためのシステムを対象としていることを認識されたい。いくつかの実
施形態では、既に説明したように、これらのシステムは、１つのシステムに組み合わせて
もよい。例えば、図１０Ａ～図１０Ｄの入力装置及び制御装置は、所望の位置を生成する
ために使用することができ、図１１Ａ及び図１１Ｂのツール位置測定装置及び関節推定装
置は、実際の位置を生成するために使用されることができ、これらの生成された位置は、
図９を参照して説明したように組み合わせて使用することができる。
【０１１６】
　図１２Ａは、一実施形態によるマニピュレータ・アセンブリ１２００である。マニピュ
レータ・アセンブリ１２００は、図１１Ｂを参照して説明したマニピュレータ・アセンブ
リ１１３０と同様である。マニピュレータ・アセンブリ１２００は、多数のリンク１２０
２と多数の関節１２０４とを含む。マニピュレータ・アセンブリ１２００は、第１の部分
１２０６と第２の部分１２０８とに論理的に分離される。第１の部分１２０６は、マニピ
ュレータ・アセンブリのある点（ポイント）から、つまりマニピュレータ・アセンブリの
自由端から最も離れた箇所から延びており、それはベース１２１０として規定される。第
１の部分１２０６は、ベース１２１０から第１の部品１２１２のチップ位置として同定さ
れるようなマニピュレータ・アセンブリ内のポイントに延びる。第２の部分１２０８は、
次に、第１の部品１２１２のチップ位置から第２の部品１２１４のチップ位置として規定
されるポイントに延びており、この実施例では、マニピュレータ・アセンブリ１２００の
自由端に位置する。
【０１１７】
　多数の関接が、第１の部分１２０６内に配置されており、多数の別の関節が、第２の部
分１２０８内に配置されている。この数は同じでなくてもよいが、この例では、第１及び
第２の部分のそれぞれは、４つの関節を含む。他の実施例では、関節の総数が８つである
場合に、第１及び第２の部分は、それぞれ、５つ及び３つの、又は３つ及び５つの関節を
含んでもよい。５つより多くの関節を有するマニピュレータ・アセンブリについての他の
様々な組合せを実現することもできる。さらに、マニピュレータ・アセンブリは、２つよ
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り多くの部分に論理的に分離してもよい。例えば、関節の総数が８つである場合には、第
１の部分は、５つの関節を有しており、第２の部分は、２つの関節を有しており、第３の
部分は、１つの関節を有する。殆どの実施形態では、ツール位置測定装置がＮ個の自由度
の測定値のみを提供するような関節推定手法が用いられる場合に、次に、各部分はＮ個以
下の関節又は自由度を含む。さらに、マニピュレータ・アセンブリがＮ個より多くの運学
的な自由度を含む場合に、これらの自由度は、複数の論理的な部分に分離される。一実施
形態では、ロール方向の推定が利用できないような光ファイバーアプローチが使用される
場合に、次に、各部分は、５つ以下の関節又は運動学的な自由度を含むことになる。
【０１１８】
　図１２Ｂについて簡潔に説明すると、図１２Ｂには、一実施形態による複数のマニピュ
レータ・アセンブリ部品の関節位置の計算を示すようなブロック図１２５０が示されてい
る。この例における関節推定装置１２５２は、第１の運動学モデル１２５４と第２の運動
学モデル１２５６とを含む。第１の運動学モデル１２５４は、マニピュレータ・アセンブ
リの第１のセグメント又は部分の運動学モデルである。例えば、これは、第１の部分１２
０６の運動学モデルである。第２の運動学モデル１２５６は、マニピュレータ・アセンブ
リの第２のセグメント又は部分の運動学モデルである。例えば、これは、第２の部分１２
０８の運動学モデルである。
【０１１９】
　各運動学モデルは、ファントム(phantom)自由度を含む。つまり、マニピュレータ・ア
センブリの対応する部分には存在しないような自由度を含む。例えば、図１２Ａに示され
る実施形態では、光ファイバーアプローチを使用するときに、ロール方向の推定値が利用
できないが、各運動学モデルは、ファントムのロール自由度を含むことができる。もっと
も、他の実施形態では、１つ以上の運動学モデルは、複数のファントムの自由度を含んで
もよい。いくつかの実施形態では、１つの運動学モデルのみが、ファントム自由度を含む
。
【０１２０】
　第１のセグメントのチップ位置が、第１の運動学モデル１２５４に入力される。例えば
、チップ位置１２１２が、第１の運動学モデル１２５４に入力される。第１の運動学モデ
ル１２５４からの出力は、第１セグメント１２０６の関節位置（だけでなく、無視される
、ファントム自由度に対応する出力の１セット）である。第１のセグメントのチップ位置
（例えば、チップ位置１２１２）と、第２のセグメントのチップ位置（例えば、チップ位
置１２１４）との間の差が、第２の運動学モデル１２５６に入力される。第２の運動学モ
デル１２５６からの出力は、第２のセグメント１２０８の関節位置（だけでなく、無視さ
れる、ファントム自由度に対応する出力の１セット）である。
【０１２１】
　図１３は、第１の実施形態による入力装置を用いて、マニピュレータアーム、ツール、
及び／又はエンドエフェクタを制御するためのプロセス１３００を示すようなフローチャ
ートである。マニピュレータアーム、ツール、及び／又はエンドエフェクタは、本明細書
で説明するもののいずれでもよく、例えば、マニピュレータアーム１００（図４）、マニ
ピュレータアーム５００（図５）、ツール２６（図１Ａ）、手術用ツール６００（図６Ａ
）、内視鏡６２０（図６Ｂ）、オーバーチューブ６３０（図６Ｃ）、アクチュエータ８３
０及び／又は機械本体８４０（図８）等である。入力装置は、本明細書で説明する入力装
置のいずれでもよく、例えば、入力装置３６（図２）、入力装置７００（図７Ａ～図７Ｃ
）、入力装置８１０（図８）等である。さらに、プロセス１０００は、本明細書で説明す
る制御装置のいずれかによって行うことができ、例えば、図７Ａを参照して説明した制御
システム、運動学プロセッサ８２０（図８）、及び／又は、外科医コンソール１６、電子
機器カート２４、及び／又は患者側カート２２等のＭＩＲＳシステム１０（図１）の適切
な構成要素に設けられた任意の他の適切な制御装置である。
【０１２２】
　１つの特定の実施形態では、マニピュレータ・アセンブリの運動学的な自由度は、シス
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テムのモータを使用して制御装置により１つ以上の関節を駆動することによって制御され
、関節は、制御装置のプロセッサによって計算され、調整された関節運動に従って駆動さ
れる。数学的には、制御装置は、ベクトル及び／又は行列を使用して関節コマンドの計算
の少なくとも一部を実行することができ、そのうちのいくつかは、関節の構成又は速度に
対応する成分を有することができる。プロセッサについて利用可能な代替の関節構成の範
囲は、関節空間として概念化することができる。例えば、関節空間は、マニピュレータ・
アセンブリが有する自由度と同じ、多くの次元を有することができ、いくつかの例示的実
施形態では、関節空間は、マニピュレータ・アセンブリが、マニピュレータ・アセンブリ
に関連するエンドエフェクタの位置を完全に規定するために必要な少なくとも１つの自由
度を欠いている場合に、マニピュレータ・アセンブリが有する自由度より多くの次元を有
することができる。さらに、マニピュレータ・アセンブリの特定の構成は、関節空間内の
特定の点を表すことができ、各座標は、マニピュレータの関連する関節が存在する場合に
、マニピュレータ・アセンブリの関連する関節の関節状態に対応する。
【０１２３】
　例示的な実施形態では、システムは、作業空間（本明細書で直交空間と呼ぶ）における
機構(feature)の命令された位置及び速度が入力されるような制御装置を含む。この機構
は、制御入力を使用して関節運動するような制御フレームとして使用できるような、マニ
ピュレータ・アセンブリ上の、又はマニピュレータ・アセンブリから離れた任意の機構で
あり得る。本明細書で説明する様々な実施例で使用されるマニピュレータ・アセンブリ上
の機構の例は、ツールチップであろう。マニピュレータ・アセンブリ上の機構の他の例は
、ツールチップ上に存在しないが、ピン又はペイントパターン等のマニピュレータ・アセ
ンブリの一部である物理的な機構であろう。マニピュレータ・アセンブリから離れた機構
の例は、ツールチップから離れる正確な一定の距離及び角度である空き(empty)空間の基
準点である。マニピュレータ・アセンブリから離れた機構の別の例は、マニピュレータ・
アセンブリに対する位置が確立された標的組織であろう。これら全ての場合において、エ
ンドエフェクタは、制御入力を使用して関節運動されるような仮想制御フレームに関連付
けられる。ただし、以下では、「エンドエフェクタ」と「ツールチップ」とは、同義的に
使用される。一般的には、直交座標空間のエンドエフェクタの所望の位置を等価の関節空
間の位置にマッピングするような閉形式の関係は存在しないが、一般的に、直交座標空間
のエンドエフェクタと関節空間の速度との間に閉形式の関係が存在する。運動学的ヤコビ
アンは、関節空間の位置要素に対するエンドエフェクタの直交座標空間の位置要素の偏導
関数の行列(matrix)である。このように、運動学的ヤコビアンは、エンドエフェクタとマ
ニピュレータ・アセンブリの関節との間の運動学的関係をキャプチャする。換言すれば、
運動学的ヤコビアンは、エンドエフェクタ上の関節動作の影響を捕捉する。運動学的ヤコ
ビアン（Ｊ）は、以下の関係を用いて、関節空間の速度（ｄｑ／ｄｔ）を直交座標空間の
エンドエフェクタ速度（ｄｘ／ｄｔ）にマッピングするために使用することができる：
　　　ｄｘ／ｄｔ＝Jｄｑ／ｄｔ
　このように、入力位置と出力位置との間に閉形式のマッピングが存在しない場合であっ
ても、速度のマッピングは、ヤコビアンベースの制御装置で、反復的に使用することがで
き、命令されたユーザ入力からマニピュレータの動きを実現する。しかしながら、様々な
実装形態を使用することができる。多くの実施形態は、ヤコビアンベースの制御装置を含
んでいるが、いくつかの実装形態は、本明細書で説明した機構のいずれかを提供するため
に、ヤコビアンにアクセスするように構成された各種制御装置を使用することができる。
【０１２４】
　このような一実装形態は、以下の簡略化された関係で記述される。命令された関節位置
を使用して、ヤコビアン（Ｊ）を計算する。各時間ステップ（Δｔ）によって、直交座標
空間速度（ｄｘ／ｄｔ）を計算し、所望の移動（ｄｘｄｅｓ／ｄｔ）を実行するとともに
、直交座標空間の所望の位置から偏差（Δｘ）を構築するように補正する。この直交座標
空間の速度は、次に、ヤコビアンの擬似逆行列（Ｊ＃）を用いて、関節空間の速度（ｄｑ
／ｄｔ）に変換される。得られた関節空間の命令速度は、次に、関節空間の命令位置（ｑ
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）を生成するために積分される。これらの関係を以下に示す：
　　　ｄｘ／ｄｔ＝ｄｘｄｅｓ／ｄｔ＋ｋΔｘ　　　　　　　　　　（１）
　　　ｄｑ／ｄｔ＝Ｊ＃ｄｘ／ｄｔ　　　　　　　　　　　　　　（２）
　　　ｑｉ＝ｑｉ－１＋ｄｑ／ｄｔΔｔ　　　　　　　　　　　　　　（３）
【０１２５】
　ヤコビアンの擬似逆行列（Ｊ＃）は、ツールチップの所望の動作（いくつかの場合では
、旋回ツール動作の遠隔センタ）を関節速度の空間内に直接的にマッピングする。使用さ
れるマニピュレータ・アセンブリが、（６までの）ツールチップ（すなわち、エンドエフ
ェクタ）の自由度より多くの有用な関節軸線を有している場合に、（そして、ツール動作
の遠隔センタが使用されるときに、マニピュレータ・アセンブリは、遠隔センタの位置に
関連付けられた３つの自由度について追加の３つの関節軸線を有する必要がある）、次に
、マニピュレータ・アセンブリは、冗長であると言われる。冗長なマニピュレータ・アセ
ンブリに関連するヤコビアンは、少なくとも１つの次元を有する「ゼロ空間(null-space)
」を含む。この文脈において、ヤコビアンの「ゼロ空間」（Ｎ（Ｊ））は、ツールチップ
動作を瞬時に実現しない（そして、遠隔センタが使用されるときに、旋回点の位置の移動
がない）ような関節速度の空間である。そして「ゼロ動作(null-motion)」は、ツールチ
ップ及び／又は遠隔センタの位置の瞬間的な移動も生成しないような、関節の位置の経路
である。計算されたゼロ空間の速度をマニピュレータ・アセンブリの制御システムに組み
込む又は導入して、（本明細書で説明する任意の再構成を含む）マニピュレータ・アセン
ブリの所望の再構成を達成するには、上記の式（２）を以下のように変形する：
　　　ｄｑ／ｄｔ＝ｄｑ垂直／ｄｔ＋ｄｑゼロ／ｄｔ　　　　　　　　　（４）
　　　ｄｑ垂直／ｄｔ＝Ｊ＃ｄｘ／ｄｔ　　　　　　　　　　　　　　　（５）
　　　ｄｑゼロ／ｄｔ＝（Ｉ－Ｊ＃Ｊ）z＝ＶｎＶｎ

Ｔｚ＝Ｖｎα　　　　　（６）
【０１２６】
　式（４）による関節速度は、２つの成分を有する：第１の成分は、ゼロ－垂直空間(nul
l-perpendicular-space)成分、ツールチップの所望の動作を生成する「純粋な(purest)」
関節速度（最短ベクトルの長さ）（そして、遠隔センタが使用されるときに、遠隔センタ
の所望の動作）である。第２の成分は、ゼロ空間成分である。式（２）及び式（５）は、
ゼロ空間成分なしで、同じ式が得られることを示している。式（６）は、左辺のゼロ空間
成分についての従来の形式で始まり、最も右寄りの右辺で、例示的なシステムで用いられ
る形式を示している。ここで、（Ｖｎ）は、ゼロ空間についての直交基底ベクトルのセッ
トであり、（α）は、それら基底ベクトルをブレンドするための係数である。いくつかの
実施形態では、αは、ゼロ空間内の動作を所望されるように形成するために使用されるノ
ブによって決定される。
【０１２７】
　前述したように、剛体の位置を完全に制御するには、３つの並進及び３つの向きを含む
ような独立して制御可能な６つの自由度が必要になる。これは、上述したように、６×Ｎ
ヤコビアン行列が使用されるようなヤコビアンベースの制御アルゴリズムにうまく適して
いる。しかしながら、いくつかの剛体は、これらの自由度のうちの少なくとも１つを欠い
ている。例えば、関節運動する手関節を有しない剛性内視鏡のチップは、手関節において
、特に手関節ピッチ及びヨーの２つの自由度を欠いている。そのため、その剛体は、その
チップにおいて４つの自由度のみ有している。これによって、ここで過度に制約される(o
verconstrained)ので、６×Ｎヤコビアン・アプローチについての問題が生じる。６×Ｎ
ヤコビアンベースの制御装置を使用して、内視鏡のチップが、パン又はチルトのいずれか
一方を行うように命令された場合に、その内視鏡は、非手関節式のチップを有しているの
で、１つのことだけを行うことができ、これは両方の組み合わせを行う必要がある。これ
は、望ましくない応答時間が遅いような応答感覚になる。従って、他のアームや器具のた
めに使用される同じ計算エンジン及び／又は運動学モデルが、カメラアームにも同様に使
用されるので、この応答時間が遅いような応答感覚を解消することが望ましいだけでなく
、６×Ｎヤコビアン・アプローチを使用することも望ましい。
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【０１２８】
　従って、いくつかの実施形態では、上述した式（２）及び（３）を、修正することがで
きる。まず、式（２）は、制御された機械本体の欠落した自由度に対応する数のファント
ム自由度を使用して修正することができる。これは、既存の自由度とファントム自由度と
の数の和に等しくなるように（ｄｑ／ｄｔ）ベクトルの長さを延長する。例えば、ファン
トム自由度を、式（２）に含めることができ、ここで、これらのファントムＤＯＦ（自由
度）は、上述した内視鏡を制御するために手関節ピッチ及びヨーを制御するように作動可
能とすることができる。ファントム自由度を使用することにより、ヤコビアンベースの制
御装置は、内視鏡チップ、すなわち手関節式内視鏡の完全な６つの自由度についての擬似
逆行列計算を行うように疑似計算する。この出力は、制御される実際の内視鏡が、独立し
て制御可能な４つの自由度のみを有していても、６つの自由度の内視鏡を制御するための
関節速度のセットとなる。
【０１２９】
　第２に、式（３）に従って、関節位置は、関節速度を積分することによって計算される
。しかしながら、式（３）は、ファントム自由度、例えば存在しない手関節式内視鏡の速
度が、積分されず、従って、固定位置に留まるように修正することができる。いくつかの
実施形態では、固定位置又は所望の位置は、マニピュレータの姿勢とは無関係な任意の適
切な値に設定することができる。例えば、固定位置は、０°，１５°，３０°，４５°，
０°～４５°の範囲内の値、０°未満の値、又は４５°より大きな値に設定することがで
きる。
【０１３０】
　上述した制御アルゴリズムについて式（２）及び式（３）を修正することによって、内
視鏡に関する実施形態では、内視鏡チップは、結果的に、不必要な遅い応答時間となるこ
となく、指示された命令にうまく追従することができる。非手関節式内視鏡は、作動する
ための手関節を有しておらず、従って、手関節は、真っ直ぐの状態を継続する。さらにス
レーブからマスターに戻るような力反射（力逆走）が存在する場合は、次に、マスターは
、内視鏡の直線状チップに従うように命令することができ、有利には直感的な(intuitive
)挙動がもたらされる。
【０１３１】
　いくつかの実施形態では、内視鏡のピッチ及びヨーを独立して制御することができるが
、内視鏡は、独立してロールすることができない。パンするように指令されることに応答
して、内視鏡のチップは、ピッチ及びヨーの自由度のみを使用してパンするように回転す
ることができる。並進及びロールの代わりに、ピッチ及びヨーを使用することにより、内
視鏡は、患者の開口部での位置を実質的に維持しながら、パンするように制御することが
できる。例えば、内視鏡は、内視鏡が配置されるような患者の開口部上でのサイズ又は打
込み(placing)圧力を増加させることなくパンするように制御することができる。これは
、例えば、開口部（すなわち、アクセス部位）での旋回点の周りに内視鏡を旋回させるこ
とによって、行うことができる。
【０１３２】
　利点は、制御されるツールの応答性を高めるとともに、異なる自由度のツールを操作す
るために同じ制御装置を使用してシステムの柔軟性を向上させることに限定されるもので
はないことを認識されたい。むしろ、いくつかの実施形態では、利点は、入力装置で追加
の自由度を必要とせずに、ツールを作動させることができることとして実現される。
【０１３３】
　例えば、いくつかの実施形態では、マニピュレータ・アセンブリには４つの入力のみが
存在しており、ここで３つの入力は、典型的には、ロール、ピッチ、ヨー等の動きを制御
するために使用され、そして４つめの入力は、典型的には、器具の単一の作動（例えば、
吸引起動）を制御するために使用される。もっとも、マニピュレータ・アセンブリにおい
て同じ数の入力を使用して、器具の２つの作動（例えば、吸引起動及び洗浄起動）を制御
するように所望してもよい。３つの全ての運動学的な自由度、すなわちロール、ピッチ、
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及びヨーを使用してツールへの指令を計算するような運動学モデルを用いて、次に、複数
の出力のうちのいずれか（ロール等）を破棄して、ツールの動作は、２つの入力のみ、す
なわちピッチ及びヨーを使用して制御することができる。他の２つの入力を使用して、次
に、吸引起動や洗浄起動等の器具の２つの作動を制御することができる。従って、器具は
、運動及び作動の両方の自由度を含むような全体で４つの自由度のみを有するが、制御装
置でファントム自由度を使用した結果として、器具は、５つの自由度を有するように示さ
れる。いくつかの実施形態では、ファントム自由度を、軸線方向に対称の器具で使用する
ことができ、有利には、システムのオペレータ（例えば、外科医）への器具に実際には存
在しないような自由度を制御するような錯視(illusion)をさらに増加させることができる
。
【０１３４】
　ここで図１３に戻ると、操作１３１０では、制御装置は、マニピュレータの関節位置か
ら順方向の運動学を計算する。この計算の結果として、制御装置は、直交座標空間の命令
された速度（ｄｘｄｅｓ／ｄｔ）、直交座標空間の命令された位置（ｘｄｅｓ）、直交座
標空間の実際の位置（ｘ）、及び直交座標空間の命令された位置（ｘｄｅｓ）と直交座標
空間の実際の位置（ｘ）との間のエラー（ｄｘ＝ｘｄｅｓ－ｘ）を決定する。順方向の運
動学を計算するために、制御装置は、以前に命令された関節位置（例えば、直前の時間ス
テップで計算された変数（ｑ））を使用することができる。操作１３２０では、制御装置
は、式（１）を用いて、所望の移動（ｄｘ／ｄｔ）を計算する。所望の移動を計算するた
めに、制御装置は、ステップ１３１０からの出力だけでなくエンドエフェクタの命令され
た位置（ｘｄｅｓ）を使用することができる。操作１３３０では、制御装置は、ヤコビア
ン（Ｊ）を計算する、ここで、ヤコビアン行列（Ｊ）の計算は、以前に命令された関節位
置（ｑ）を使用する。操作１３４０では、制御装置は、ヤコビアンの擬似逆行列（Ｊ＃）
を計算する。
【０１３５】
　操作１３５０では、制御装置は、操作１３４０で計算されたヤコビアンの擬似逆行列（
Ｊ＃）を使用するとともに、操作１３２０で計算された所望の移動（ｄｘ／ｄｔ）を使用
して、関節空間速度（ｄｑ／ｄｔ）を計算する。この操作でのヤコビアンの擬似逆行列は
、前述したようなファントム自由度を含む。つまり、ヤコビアンの擬似逆行列は、これら
の自由度が、制御装置によって制御される機械本体に実際に存在しない場合であっても、
機械本体の自由度の数学的な表現を含む。次に、操作１３６０では、制御装置は、式（３
）及び操作１３５０で計算された関節空間速度（ｄｑ／ｄｔ）を使用して、関節空間の命
令された位置（ｑ）を計算する。もっとも、前述したように、ファントム自由度の速度は
、この操作では積分されず、こうして固定位置に留まる（つまり固定位置に設定される）
。
【０１３６】
　当業者は、図１３を参照して説明した操作が、ユーザ入力に応答して器具のリアルタイ
ム制御を提供するように、頻繁に実行されることを認識するだろう。例えば、操作は、毎
秒複数回実行され、いくつかの実施形態では、約毎秒１，０００回、毎秒１，３００回、
毎秒１，５００回、毎秒１，０００回～毎秒１，５００回の範囲で、毎秒１,０００回未
満、又は毎秒１,５００回より多く実行される。
【０１３７】
　なお、図１３に示した特定の操作は、本発明のいくつかの実施形態によれば、マニピュ
レータアーム、ツール、及び／又はエンドエフェクタを制御するような特定の方法を提供
することを認識されたい。操作の他のシーケンスは、代替実施形態に従って実行すること
もできる。例えば、本発明の代替実施形態は、異なる順序で上述した操作の概要を行うこ
とができる。また、図１３に示される個々の操作は、個々の操作に応じて、様々なシーケ
ンスで行うことができるようなマルチサブ操作を含む。さらに、追加の操作が、特定の用
途に応じて追加される、又は既存の操作を外すことができる。当業者は、多くの変形形態
、修正及び代替形態を認識し且つ理解するだろう。
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【０１３８】
　図１４は、第２の実施形態による入力装置を用いて、マニピュレータアーム、ツール、
及び／又はエンドエフェクタを制御するためのプロセス１４００を示すフローチャートで
ある。処理１４００を実行するためのマニピュレータアーム、ツール等や、入力装置及び
制御装置は、図１３を参照して上述したものと同様のものとすることができ、従ってさら
なる詳細は省略する。
【０１３９】
　図１３を参照して説明したプロセス１３００とは対照的に、プロセス１４００は、マニ
ピュレータ・アセンブリに関連するヤコビアンのゼロ空間を計算し且つ制御するように作
動可能である。例えば、マニピュレータ・アセンブリは、１つ以上の冗長自由度を有する
が、依然として、マニピュレータ・アセンブリが、その冗長自由度を有するとしても、エ
ンドエフェクタやツールの位置を完全に規定するために必要なこれら自由度のうちの１つ
以上の自由度を欠いている場合に、１つ以上のファントム関節を使用する。
【０１４０】
　操作１４１０～１４４０は、図１３を参照して説明した操作１３１０～１３４０と同様
であり、従ってさらなる説明は省略する。操作１４５０では、制御装置は、操作１４４０
で計算したヤコビアンの擬似逆行列（Ｊ＃）及び操作１４２０で計算した直交座標空間の
速度（ｄｘ／ｄｔ）を用いて、ゼロ－垂直空間内の関節速度成分（ｄｑ垂直／ｄｔ）を計
算する。操作１４６０では、制御装置は、式（６）に示されるように、操作１４３０で計
算したヤコビアン及び操作１４４０で計算したヤコビアンの擬似逆行列（Ｊ＃）を用いて
、又はいくつかの実施形態では、ヤコビアンの特異値分解法（ＳＶＤ（Ｊ））を用いて、
又は、いくつかの実施形態では、式（６）に示されるようにゼロ空間基底ベクトル（Ｖｎ

）及びブレンド係数（α）を用いて、又は任意の他の等価な手法を用いて、ゼロ空間内の
関節速度成分（ｄｑゼロ／ｄｔ）を計算する。少なくとも１つの実施形態では、操作１４
５０の出力を使用して、操作１４６０でゼロ空間内の関節速度成分（ｄｑゼロ／ｄｔ）を
計算する。操作１３５０及び式（２）を参照して説明したのと同様に、ゼロ－垂直空間内
の関節速度成分（ｄｑ垂直／ｄｔ）及びゼロ空間内の関節速度成分（ｄｑゼロ／ｄｔ）が
、ヤコビアン（例えば、ヤコビアンの擬似逆行列）のファントム自由度を使用して計算す
ることができる。従って、関節空間速度のこれらの成分のそれぞれは、制御されるマニピ
ュレータに実際には存在しないような自由度を数学的に表すヤコビアンを用いて計算する
ことができる。
【０１４１】
　操作１４７０では、制御装置は、式（４）に示されるように操作１４５０及び操作１４
６０で計算した、ゼロ－垂直空間内の関節速度成分（ｄｑ垂直／ｄｔ）と、ゼロ空間内の
関節空間速度成分（ｄｑゼロ／ｄｔ）とを合計することによって、関節空間の命令された
速度（ｄｑ／ｄｔ）を計算する。関節空間の命令された速度（ｄｑ／ｄｔ）の各成分は、
１つ以上のファントム自由度を含むように計算されるので、得られた関節空間速度（ｄｑ
／ｄｔ）も、１つ以上のファントム自由度を含む。次に、操作１４８０は、図１３を参照
して説明した操作１３６０と同様であり、従ってさらなる説明は省略する。
【０１４２】
　なお、図１４に示した特定の操作は、本発明の特定の実施形態による、マニピュレータ
アーム、ツール、及び／又はエンドエフェクタを制御するような特定の方法を提供するこ
とを理解すべきである。操作の他のシーケンスは、代替実施形態に従って行うこともでき
る。例えば、本発明の代替実施形態は、異なる順序で上述した操作の概要を行うことがで
きる。また、図１４に示される個々の操作は、個々の操作に応じて、様々なシーケンスで
行うことができるようなマルチサブ操作を含むことができる。さらに、追加の操作は、特
定の用途に応じて追加する又は既存の操作を外すことができる。当業者は、多くの変形形
態、修正及び代替形態を認識し且つ理解するだろう。
【０１４３】
　図１３及び図１４のプロセスは、入力情報が、（図１０Ａ～図１０Ｄを参照して説明し
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た実施形態のように）所望の位置であり且つ入力装置からもたらされる場合の実施形態に
関して説明したが、このプロセスは、入力情報が、（図１１Ａ及び図１１Ｂを参照して説
明した実施形態のように）実際の位置であり且つツール位置測定装置からもたらされる場
合の実施形態に同様に適用することができることを当業者は認識するだろう。このような
実施形態では、エンドエフェクタの命令された位置（Ｘｄｅｓ）（例えば、操作１３２０
及び１４２０への入力等）を使用する代わりに、エンドエフェクタの実際の位置が使用さ
れる。命令された関節位置（ｑ）（例えば、操作１３６０及び１４８０の出力等）を生成
する代わりに、実際の関節位置が生成される。
【０１４４】
　本出願で説明する操作は、例えば従来の、シーケンシャルな、又はオブジェクト指向技
術を使用し、例えばＪａｖａ（登録商標）、Ｃ、Ｃ＋＋又はＰｅｒｌ等の適切なコンピュ
ータ言語を使用して、１つ以上のプロセッサによって実行されるソフトウェアコードとし
て実装することができる。ソフトウェアコードは、ランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）、
読み出し専用メモリ（ＲＯＭ）等のコンピュータ可読媒体、ハードドライブ又はフロッピ
ーディスク、フラッシュメモリ等の磁気媒体、又はＣＤ－ＲＯＭ等の光学媒体に、一連の
指令又はコマンドとして記憶することができる。このようなコンピュータ可読媒体は、単
一のコンピュータ装置上に又はこの装置内に常駐することができ、及びシステム又はネッ
トワーク内の様々なコンピュータ装置上に又はこの装置内に存在することができる。
【０１４５】
　本発明は、ソフトウェア、ファームウェア、又はハードウェア、或いはこれらの組合せ
における制御ロジックの形態で実装することができる。制御ロジックは、本発明の実施形
態に開示されたステップのセットを実行するために、情報処理装置を管理するように適合
された複数の指示として情報記憶媒体に記憶することができる。本明細書に提供される開
示及び教示に基づいて、当業者は、本発明を実施するための他の方法及び／又は方法を理
解するであろう。
【０１４６】
　実施形態を説明する文脈（特に以下の特許請求の範囲の文脈）における「１つの(a,　a
n)」及び「その(the)」及び同様の指示語の使用は、本明細書に特に指示がない限り又は
本明細書の文脈に明らかに矛盾しない限り、単数及び複数の両方を網羅するように解釈さ
れる。用語「備える、有する、含む(comprising)」、「有する(having)」、「有する、含
む(including)」、「含む(containing)」は、特に断りのない限り、オープンエンドの用
語に解釈される（すなわち、「有する、含む(including)」を意味するが、これらに限定
されるものではない）。用語「接続」は、間に何か介在するものがあっても、何かに部分
的に又は完全に含まれる、何かに取り付けられる、又は一緒に接合されるように解釈され
る。本明細書での値の範囲の記載は、本明細書に特に指示がない限り、この範囲に含まれ
る各別個の値を個別に参照する簡便な方法の役割を果たすことが単に意図されており、各
別個の値は、本明細書に個別に記載されるように、明細に組み込まれる。本明細書で説明
する全ての方法は、本明細書に特に指示がない限り又は本明細書の文脈に明らかに矛盾し
ない限り、任意の適切な順序で行うことができる。本明細書に記載されたいくつかの及び
全ての例、又は例示的な言葉（例えば、「等」）の使用は、単に実施形態をより良く説明
することを意図しており、他に注記がない限り、特許請求の範囲を限定するものではない
。明細書中の言語は、少なくとも１つの実施形態を実施するのに不可欠な主張していない
要素を示す言語として解釈すべきではない。
【０１４７】
　発明者が知っているベストモードを含む好ましい実施形態が、本明細書に説明されてい
る。これらの好ましい実施形態の変形形態は、前述の説明を読めば当業者には明らかにな
るであろう。本発明者は、当業者が必要に応じてそのような変形形態を用いることを予想
しており、そして本発明者は、実施形態が、本明細書に具体的に記載した以外の形態を構
成することを意図している。従って、適当な実施形態は、適用可能な法律で容認されるよ
うな、本明細書に添付された特許請求の範囲に列挙された主題の全ての修正物や均等物を
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も含む。また、それらの全ての可能な変形形態における上述した要素の任意の組み合わせ
は、本明細書に他に指示がない限り又は本明細書の文脈と明らかに矛盾しない限り、いく
つかの好適な実施形態に組み込まれるものとして企図される。本発明の範囲は、従って、
上記の説明を参照して決定されるものではなく、代わりに、その完全な特許請求の範囲又
は均等物と一緒に係属中の特許請求の範囲を参照して決定すべきである。
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(37) JP 6255402 B2 2017.12.27

【図３】 【図４】

【図５】

【図６Ａ】

【図６Ｂ】

【図６Ｃ】

【図６Ｄ】



(38) JP 6255402 B2 2017.12.27

【図７Ａ】 【図７Ｂ】

【図７Ｃ】

【図８】

【図９】

【図１０Ａ】

【図１０Ｂ】



(39) JP 6255402 B2 2017.12.27

【図１０Ｃ】

【図１０Ｄ】

【図１１Ａ】

【図１１Ｂ】

【図１２Ａ】

【図１２Ｂ】

【図１３】 【図１４】



(40) JP 6255402 B2 2017.12.27

10

20

30

フロントページの続き

(72)発明者  ヒンウィ，プッシュカー
            アメリカ合衆国　９４０２４　カリフォルニア州，ロスアルトス，ベリー・アヴェニュー　９９０
(72)発明者  オウ，サミュエル　ウォク　ワイ
            アメリカ合衆国　９４０４３　カリフォルニア州，マウンテンヴュー，アヴェリー・ドライヴ　８
            ５４
(72)発明者  ボニュー，レイモンド　エー
            アメリカ合衆国　９４１１８　カリフォルニア州，サンフランシスコ，ターク・ブールヴァード　
            ２４３５
(72)発明者  ディオライティ，ニコラ
            アメリカ合衆国　９４０２５　カリフォルニア州，メンロパーク，イースト・クリーク・ドライヴ
            　１４７
(72)発明者  アワータッシュ，アージャン　エム
            アメリカ合衆国　９５０５１　カリフォルニア州，サンタクララ，スティーヴンス・クリーク・ブ
            ールヴァード　５２２２，＃１０２
(72)発明者  ケアドク，エイミー　イー
            アメリカ合衆国　９５１２６　カリフォルニア州，サンノゼ，エルム・ストリート　７７３
(72)発明者  ターナー，マイケル
            アメリカ合衆国　９４０８６　カリフォルニア州，サニーヴェイル，サウス・ベイヴュー・アヴェ
            ニュー　２５５，ユニット　ディー

    審査官  後藤　健志

(56)参考文献  特表２０１１－５２５８４５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００４－１２９７８２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１２－１４８３７９（ＪＰ，Ａ）　　　
              国際公開第２０１２／０６４５２８（ＷＯ，Ａ１）　　
              米国特許出願公開第２００４／００３９４８５（ＵＳ，Ａ１）　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ａ６１Ｂ　　３４／３０－３４／３７
              Ｂ２５Ｊ　　　１／００－２１／０２


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

